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第１章  計画の概要 

１  計画策定の趣旨 

 

本市では、平成 27（2015）年 3月に「夢・未来・希望輝く『舞鶴っ子』育成プラン」

を策定し、「子どもの豊かな成長」、「親子で育つ喜びの子育て」、「家庭と地域が一体と

なって進める子育て」の３つを基本的な政策の方向として位置付けし、子ども・子育て

に関する施策を実施してきたところです。 

 

 

本市においても、出生数の減少や転出者の増加などにより、長期にわたり人口の減少

が続いており、また、これまで子育てを支えてきた家族や地域におけるつながりが希薄

化し、それに伴い、出産や子育てに不安や孤立感を感じている子育て家庭の増加、児童

虐待を主とする相談対応件数の急増など、子ども・子育てを取り巻く環境は大きく変化

してきています。 

 

 

このような中、本市における「夢・未来・希望輝く『舞鶴っ子』育成プラン」が令和

2（2020）年 3 月末で終了することから、国が進める子ども・子育てに関する各種施策

や府が推進する「子育て環境日本一」の取り組みを踏まえつつ、子どもの健やかな育ち

を支える支援を実施していくとともに、子育ての第１義的責任を有する保護者の子育て

に対する負担や不安や孤立感を和らげるための施策、医療的ケア児や障害のある子ども

や貧困家庭など、真に支援が必要な方々への支援、さらに地域全体での 0 歳から 18 歳

までの切れ目ない支援など、これまで本市が取り組んできた施策を引き継ぎ、更に充実

化を図るために、第 2期計画を策定するものです。 

 

 

２  計画の位置付け 
 

本計画は、次世代育成支援対策推進法第 8条第 1項に基づく「市町村行動計画」、子ど

も・子育て支援法第 61条第 1項に基づく「子ども・子育て支援事業計画」（本計画の第 5

章 乳幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保等に関する計

画」部分）、子どもの貧困対策の推進に関する法律第 9 条第 2 項に基づく「市町村計画」

を包含する、本市の子ども・子育てに関する施策を総合的に推進するための計画として

策定します。 

  

なお、学校教育に関する事項（第 4章施策 2(4)生きる力を育む教育の推進）について

は、教育振興大綱ほかの関連計画に基づき進行管理されることになりますが、本計画は、

この教育振興大綱のほか地域福祉計画、健康増進計画、障害者福祉計画などの計画に掲

げられ実施されている各種施策等とも密接に関連していることから、関係する部署等と

も連携を図りながら事業を推進してまいります。 
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「子ども・子育て支援法」 

（基本理念） 

第 2条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責

任を有するという基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあら

ゆる分野における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して

行われなければならない。 

2 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての

子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでな

ければならない。 

3 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第 61 条 市町村は、基本指針に則して、5 年を 1 期とする教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関

する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとす

る。 

「次世代育成支援対策推進法」 

（基本理念） 

第 3条 次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責

任を有するという基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義につい

ての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われな

ければならない。 

（市町村行動計画） 

第 8条 市町村は、行動計画策定指針に即して、5年ごとに、当該市町村の事務及び

事業に関し、5年を 1期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び

幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整

備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生

活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画（以

下「市町村行動計画」という。）を策定することができる。 

「子どもの貧困対策の推進に関する法律」 

（基本理念） 

第 2条 子どもの貧困対策は、社会のあらゆる分野において、子どもの年齢及び発達

の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、子ども

が心身ともに健やかに育成されることを旨として、推進されなければならない。 

（都道府県計画等） 

第 9条  

2 市町村は、大綱（都道府県計画が定められているときは、大綱及び都道府県計画）

を勘案して、当該市町村における子どもの貧困対策についての計画を定めるよう努

めるものとする。 
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３  計画期間 

本計画の計画期間は、令和2（2020）年度から令和6（2024）年度までの5年間とします。 

 

 

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 

  

 

<法律> 

 

 

 

 

<計画> 

 

 

 

 

 

 

４  計画の対象 

 

本計画の対象は、子ども、親、家族、地域、教育・保育施設、行政機関、関係団体など

を含むすべての市民・団体としています。 

なお、この計画における「子ども」とは、おおむね18歳までとします。 

 

  

子ども・子育て支援法 

次世代育成支援対策推進

法 

10 年間延長 

夢、未来、希望輝く「舞鶴っ子」育成プラン 

（子ども・子育て支援事業計画、次世代育成支

援対策推進行動計画含む） 

 

夢、未来、希望輝く「舞鶴っ子」育成プラン 

（子ども・子育て支援事業計画、次世代育成支援

対策推進行動計画、子どもの貧困対策推進計画含

む） 

第１期 第２期 
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第２章  舞鶴市の子どもや子育て家庭を取り巻く環境  
 

１．人口動態 

（１）人口の状況 

①総人口と年少人口 

本市の総人口は、平成26（2014）年4月の 86,967人から 平成31（2019）年4月には 81,877

人となっており、減少傾向で推移しています。 

年少人口（15歳未満）も 11,840人から 10,391人に減少しており、総人口に占める年少

人口割合は13.61％から12.69％となっております。 

 

図表 １：総人口と年少人口の推移 

 
住民基本台帳（外国人含む）より 

資料：舞鶴市総務課（各年4月1日現在） 

 

 

  

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

その他 75,127 74,578 73,773 73,065 72,183 71,486

年少人口

（15歳未満）
11,840 11,598 11,342 11,050 10,766 10,391

年少人口割合 13.61% 13.46% 13.33% 13.14% 12.98% 12.69%

12.0%

12.2%

12.4%

12.6%

12.8%

13.0%

13.2%

13.4%

13.6%

13.8%

14.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000
86,176 85,115 84,115 82,949 81,877 86,967 

（人） 
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②出生数、出生率 

 本市の出生数は、平成30（2018）年で 590人となり、平成22（2010）年と比較すると200

人の減少となっています。また、出生率は、全国、京都府に比べて高い値で推移していま

したが、平成30（2018）年は、全国を下回る結果となっています。 

 

図表 ２：出生数、出生率の推移 

 
資料：人口動態調査，舞鶴市推計人口 

 

 

図表 ３：出生率の全国・府との比較 

 

資料：人口動態調査，舞鶴市推計人口 

 

 

 

平成22

年

平成23

年

平成24

年

平成25

年

平成26

年

平成27

年

平成28

年

平成29

年

平成30

年

出生数 790 772 758 725 702 748 647 640 590

出生率 8.9 8.8 8.7 8.4 8.3 8.9 7.8 7.8 7.3

7.0

7.2
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平成
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平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

舞鶴市 8.9 8.8 8.7 8.4 8.3 8.9 7.8 7.8 7.3

京都府 8.2 8.0 7.8 7.8 7.6 7.5 7.6 7.3 7.1

全 国 8.5 8.3 8.2 8.2 8.0 7.9 7.8 7.6 7.4

7.0
7.2
7.4
7.6
7.8
8.0
8.2
8.4
8.6
8.8
9.0

（人） 
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③合計特殊出生率 

 全国においては、平成22（2010）年以降横ばい傾向で推移しています。また本市におい

ても、平成22（2010）年以降一時的に増加した年も見られますが、ほぼ横ばいとなってお

り、全国、京都府と比較すると高い値となっています。 

 

図表 ４：合計特殊出生率の推移 

 
資料：住民基本台帳,人口動態調査 

※算出に用いる女性人口については、住民基本台帳に基づく日本人人口。 

ただし、平成 25（2013）年以前は各年 3月 31日現在で、平成 26（2014）年より各年 1月 1日現在。 

また、出生数のうち母親の年齢が不詳については除く。 

 

④母親の年齢階層別合計特殊出生率 

本市における年齢階層別の合計特殊出生率をみると、25～29歳及び 30～34歳が高い値

となっています。また 35～39歳の値が平成 7（1995）年に比べ約 2倍に増加しています。 

 

図表 ５：母親の年齢階層別合計特殊出生率の推移 

 

資料：国勢調査、人口動態調査 

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

舞鶴市 1.68 1.71 1.74 1.71 1.69 1.83 1.65 1.69 1.61

京都府 1.28 1.28 1.27 1.30 1.29 1.33 1.34 1.32 1.31

全 国 1.35 1.35 1.36 1.38 1.36 1.40 1.39 1.37 1.36

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

舞鶴市 京都府 全 国

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年

15～19歳 0.0210 0.0259 0.0348 0.0454 0.0535

20～24歳 0.3317 0.3443 0.3017 0.3524 0.3215

25～29歳 0.6641 0.6893 0.6244 0.5662 0.7102

30～34歳 0.5610 0.5246 0.4893 0.5773 0.6489

35～39歳 0.1495 0.1961 0.2113 0.2730 0.3109

40～44歳 0.0205 0.0399 0.0268 0.0394 0.0482

45～49歳 0.0000 0.0000 0.0020 0.0021 0.0022

0.0000

0.2000

0.4000

0.6000

0.8000

（人） 
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⑤転入と転出 

転出者は平成23（2011）年までは減少傾向となっていましたが、平成24（2012）年以降

は増加傾向となっています。  

転入者は、平成23（2011）年から平成27（2015）年まではやや増加傾向で推移していま

したが、平成28（2016）年と平成29（2017）年は減少、平成30（2018）年は増加となって

います。 

 平成30（2018）年では 転出者が4,278人、転入者が3,607人となっており、転出者数が転

入者数を671人上回っています。  

 

図表 ６：転入と転出の推移 

 
資料：舞鶴市統計書 

  

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

転出 3,912 3,795 3,917 4,026 4,228 4,121 4,142 4,278

転入 3,241 3,250 3,283 3,499 3,665 3,530 3,447 3,607

3,000

3,500

4,000

4,500（人） 
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（２）結婚・離婚の状況 

①婚姻・離婚 

本市の婚姻数は、平成22（2010）年には527件となっていましたが、平成23（2011）年以

降は減少若しくは横ばいで推移しており、平成30（2018）年は368件で、婚姻率（人口千人

あたり）は4.5‰となっています。 

また、本市の離婚数は、平成22（2010）年から平成24（2012）年にかけて減少し、平成

25（2013）年に一旦増加しましたが、平成26（2014）年以降はほぼ横ばいの状況となって

います。平成30（2018）年の離婚率（人口千人あたり）は、この10年で最も低かった平成

24（2012）年と同程度の1.69‰となっています。 

   

図表 ７：婚姻数、婚姻率の推移 

 
資料：人口動態調査 

 

図表 ８：離婚数、離婚率の推移 

 

資料：人口動態調査 
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平成
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婚姻数 465 527 468 461 439 436 398 398 408 368
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②平均初婚年齢 

 平成22（2010）年の本市における夫婦の平均初婚年齢は、全国よりわずかに早く、京都

府より男女ともに1歳ほど早い状況となっていました。平成29（2017）年においては、全体

的に平均初婚年齢が遅くなってきていますが、男女とも全国、京都府より早い状況が続い

ています。 

 

図表 ９：夫妻の平均初婚年齢の推移 

（単位：歳） 

区分 
平成 

22年 

平成 

23年 

平成 

24年 

平成 

25年 

平成 

26年 

平成 

27年 

平成 

28年 

平成 

29年 

舞 鶴 
男 30.2 30.3 29.9 29.9 30.4 30.2 30.8 30.5 

女 28.3 28.8 28.6 27.9 28.8 28.5 29.0 28.9 

京都府 
男 30.9 30.9 31.1 31.3 31.3 31.3 31.3 31.4 

女 29.2 29.3 29.5 29.6 29.7 29.7 29.6 29.8 

全 国 
男 30.5 30.7 30.8 30.9 31.1 31.1 31.1 31.1 

女 28.8 29.0 29.2 29.3 29.4 29.4 29.4 29.4 

資料：人口動態調査 

※各年に同居し届け出たものについての集計 

③未婚率 

 本市の平成27（2015）年時点の男性の未婚率は、30～34歳が 45.0％、35～39歳が 34.4％、

女性の未婚率は、30～34歳が26.3％、35～39歳が17.3％となっており、全国、京都府と

の比較では、各年代において、男性は同程度、女性は低い水準となっています。 

 

図表 １０：未婚率の全国・府との比較 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

舞鶴市 98.2 81.6 48.4 26.3 17.3 14.0 13.0

京都府 98.0 89.4 63.4 38.1 26.7 21.1 17.9

全国 98.6 88.0 58.8 33.6 23.3 19.0 15.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

（％） 

女性 
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19歳

20～

24歳

25～
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30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

舞鶴市 99.5 90.9 67.8 45.0 34.4 28.1 26.9

京都府 98.2 90.8 70.9 47.4 34.6 29.1 24.8

全国 98.6 90.5 68.3 44.7 33.7 29.0 25.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0 男性 
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④若年女性の人口 

  若年女性の人口については、各年代において年々減少してきており、平成26（2014）

年と比較して、平成31（2019）年4月では、20～24歳が29人の減（▲1.7％）、25～29歳

が367人の減（▲19.8％）、30～34歳が364人の減（▲17.1％）、35～39歳が546人の減（▲

20.5％）となっており、全体では1,306人の減少となっています。 

   

図表 １１：若年女性の人口の推移 

 

住民基本台帳（外国人含む）より 

資料：舞鶴市総務課（各年 4月 1日現在） 

 

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

35～39歳 2,665 2,520 2,389 2,299 2,148 2,119

30～34歳 2,125 2,071 1,970 1,952 1,884 1,761

25～29歳 1,851 1,733 1,717 1,620 1,554 1,484

20～24歳 1,715 1,689 1,675 1,660 1,678 1,686
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２．家庭・就労の状況 

（１）世帯の状況 

①世帯数及び1世帯あたりの人員 

 本市の世帯数は、昭和50年（1975）以降、平成22（2010）年までは増加し続けていまし

たが、平成27（2015）年には 34,709世帯となり、減少に転じております。 

 一方、1世帯あたり人員については、年々減少を続けており、平成27（2015）年には2.4

人となり、更に核家族化が進行しています。 

 

図表 １２：世帯数及び 1 世帯あたり人員の推移 

 
資料：国勢調査 

  

②世帯構成 

 世帯総数、核家族世帯ともに、増加を続けていましたが、核家族世帯は平成22（2010）

年から、また世帯総数は平成27（2015）年から減少に転じております。 

 

図表 １３：世帯構成の推移                                           （単位：世帯） 

区分 平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

世帯総数 30,932 32,628 33,941 34,551 35,395 34,619 

核家族世帯 18,988 19,697 20,614 20,665 20,618 19,967 

その他の親族世帯 6,086 5,588 4,931 4,414 3,735 3,088 

 三世代世帯 4,219 3,624 3,470 2,937 2,295 1,884 

資料：国勢調査 
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③世帯の家族類型 

 平成27（2015）年では、親族世帯のうち、核家族世帯は19,967世帯となっており、前回

調査に比べて3.1％の減、その他の親族世帯は3,088世帯で同17.3％の減となっています。 

また、単独世帯は4.4％増加して11,347世帯となり増加傾向にあります。 

 

図表 １４：世帯の家族類型の推移                                    （単位；世帯） 

家族類型別 

  

平成 

22年 

平成 

27年 

6歳未満   18歳未満  

親族のい

る世帯  

親族のい

る世帯 

総   数 35,395 34,619 3,157 7,763 

A 親族世帯 24,353 23,055 3,148 7,713 

Ⅰ 核家族世帯 20,618 19,967 2,730 6,470 

（1）夫婦のみ 8,181 7,985   1 

（2）夫婦と子ども 9,234 8,784 2,577 5,578 

（3）男親と子ども 450 461 9 87 

（4）女親と子ども 2,753 2,737 144 804 

Ⅱ その他の親族世帯 3,735 3,088 418 1,243 

（5）夫婦と両親 203 121     

（6）夫婦とひとり親 848 680     

（7）夫婦、子どもと両親 500 390 115 305 

（8）夫婦、子どもとひとり親 1,036 830 103 406 

（9）夫婦と他の親族（親、子を含まない） 77 82 4 19 

（10）夫婦、子どもと他の親族（親を含まない） 281 257 72 197 

（11）夫婦、親と他の親族（子を含まない） 53 39 3 4 

（12）夫婦、子ども、親と他の親族 173 146 82 137 

（13）兄弟姉妹のみ 147 171   2 

（14）他に分類されない親族世帯 417 372 39 173 

B 非親族世帯 175 194 9 28 

C 単独世帯 10,867 11,347   22 

世帯の家族類型「不詳」   23     

                                        資料：国勢調査 
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（２）就労の状況 

①男女別の就業状況（15歳以上） 

 平成27（2015）年における15歳以上人口のうち、就業者は男性・女性合わせて39,926人

で、男女別の就業率は、男性66.4％に対し、女性は44.4％となっており、少しずつですが、

女性の就業率が上昇傾向となっています。 

 

図表 １５：男女別の就業状況の推移                                    （単位：人、％） 

区分 

総数 労働力人口（15歳以上） 
非労働

力人口 

就業率 備 考 

（A） 総数 
就業者

（B) 

完全失

業者 
（B/A)  

平成 22年 
男性 37,940 27,044 25,547 1,497 9,231 67.3  不詳は

3,322人 女性 38,186 17,240 16,563 677 19,289 43.3  

合計 76,126 44,284 42,110 2,174 28,520 55.3    

平成 27年 
男性 35,644 24,665 23,690 975 10,178 66.4  不詳は

1,584人 女性 36,552 16,725 16,236 489 19,044 44.4  

合計 72,196 41,390 39,926 1,464 29,222 55.3   

資料：国勢調査 

 

②非正規就業者数 

舞鶴市の平成27（2015）年における15歳以上の雇用者就業者数は 31,345人で、正規雇用

者は 21,324人、非正規雇用者は 10,021人となっています。なお非正規雇用者は、平成17

（2005）年に比べて約2倍に増加していますが、全国、府よりも割合は低くなっています。 

 

図表 １６： 非正規就業者数の推移 

                資料：国勢調査 

平成17年 平成22年 平成27年

非正規 4,995 10,003 10,021

正規 28,778 21,845 21,324

市の非正規率 14.79% 31.41% 31.97%

府の非正規率 16.80% 37.82% 38.49%

全国の非正規率 15.96% 34.24% 34.91%
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③年齢別労働力率（女性） 

 平成27（2015）年の女性の労働力率は、京都府、全国と比較すると25～29歳、30～34歳

で労働力率の割合が低くなっています。 

 

図表 １７：年令別労働力率の推移と比較（平成 27（2015）年）      （単位；％） 

  
舞鶴市 京都府 全国 

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 27 年 平成 27 年 

15～19 歳 13.2  14.4  14.2  13.2  15.8  14.7  

20～24 歳 75.1  75.1  73.6  74.9  63.3  69.5  

25～29 歳 60.7  67.0  68.3  74.8  81.6  81.4  

30～34 歳 51.6  58.8  64.6  68.2  74.5  73.5  

35～39 歳 59.9  59.3  65.5  72.2  72.7  72.7  

40～44 歳 59.1  70.5  69.7  76.7  75.2  76.0  

45～49 歳 73.1  72.6  76.5  78.6  76.7  77.9  

50～54 歳 58.9  69.4  73.1  78.6  75.2  76.2  

55～59 歳 60.2  61.7  62.5  71.3  68.7  69.4  

60～64 歳 38.5  40.8  47.3  52.3  51.4  52.1  

65～69 歳 27.0  27.8  29.7  35.0  34.3  33.8  

70～74 歳 20.3  18.5  19.2  21.3  20.9  19.9  

75～79 歳 13.9  13.0  12.9  13.7  12.7  11.6  

80～84 歳 8.2  8.4  8.5  8.1  7.3  6.2  

85 歳以上 4.9  3.1  4.7  3.7  3.1  2.5  

資料：国勢調査 

※労働力率＝労働力人口÷１５歳以上人口（労働力状態不詳を除く）×100 （労働力状態不詳を労働力人口（分

子）、15歳以上人口（分母）の双方に含めない） 

④産業別就業者数 

 就業者を産業別にみると、第3次産業の就業者が最も多く、次いで第2次産業となってい

ます。また年代別では40～49歳の就業者が最も多くなっています。 

 

図表 １８：産業別就業者数（平成 27（2015）年）           （単位：人） 

区分 第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 分類不能 計 

15歳～19歳 4  102  625  41  772  

20歳～29歳 36  954  4,136  287  5,413  

30歳～39歳 101  1,719  5,300  355  7,475  

40歳～49歳 110  2,304  6,401  436  9,251  

50歳～59歳 133  1,703  5,547  265  7,648  

60歳～64歳 146  816  2,238  132  3,332  

65歳～ 941  1,002  3,354  738  6,035  

総   数 1,471 8,600 27,601 2,254 39,926 

資料：国勢調査 
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⑤主要産業別の主な就労状況 

 本市の常住地別の就業者数をみると、第1次産業では自宅、第２次・第３次産業では自宅

外の自市町村がそれぞれ最も多くなっています。 

 また、市内（自宅及び自宅外の自市町村）で働く人は、33,628人で全体の約84％を占め、

多くの人が市内で働いている状況となっています。 

 

図表 １９：主要産業別の主な就労の場（平成 27（2015）年）       （単位：人） 

区 分 総数 自宅 
自宅外の 府内他 

他県 その他 
自市町村 市町村 

総 数 39,926 3,948 29,680 3,095 1,632 1,571 

第 1次産業 1,471 1,014 403 36 8 10 

 農業 1,194 900 265 25 4   

 林業 32 4 21 6 1   

 漁業 245 110 117 5 3 10 

第 2次産業 8,600 619 6,051 1,048 767 115 

 鉱業、採石業、砂利採取業 8 2 5 1     

 建設業 3,576 350 2,388 195 569 74 

 製造業 5,016 267 3,658 852 198 41 

第 3次産業 27,601 1,978 22,611 1,969 830 213 

 電気・ガス・熱供給・水道

業 
496   369 22 97 8 

 情報通信業 112 19 61 23 9   

 運輸業、郵便業 1,617 37 1,212 255 91 22 

 卸売・小売業 5,525 625 4,317 406 124 53 

 金融・保険業 716 41 560 106 7 2 

 不動産業、物品賃貸業 421 79 297 23 16 6 

 学術研究，専門・技術サー

ビス業 
599 111 340 73 69 6 

 宿泊業，飲食サービス業 2,092 258 1,681 75 58 20 

 生活関連サービス業，娯楽

業 
1,171 301 769 61 25 15 

 教育、学習支援業 1,790 73 1,475 214 20 8 

 医療、福祉 5,126 181 4,545 286 90 24 

 複合サービス事業 413 4 312 88 6 3 

 サービス業（他に分類され

ないもの） 
2,260 220 1,664 179 173 24 

 公務 5,263 29 5,009 158 45 22 

 分類不能の産業 2,254 337 615 42 27 1,233 

資料：国勢調査 
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３．今後の人口の推移 

（１）人口の推計 

舞鶴市の総人口は長期に渡り減少傾向にあり、平成22（2010）年には9万人を割り、令和

2（2020）年には8万人を割る推計が出ています。  

 また年代別では、0～14歳の全体に占める割合が平成2（1990）年の18.2％から令和17（2035）

年には、11.6％にまで減少する試算が出ており、一方で、65歳以上の割合は、平成2（1990）

年に16.0％であったものが令和17（2035）年には35.7％まで上昇すると推計されています。  

 

図表 ２０：人口の推計 

 
資料：国立社会保障・人口問題研究所 

 

（2）将来の児童・生徒の人口推計（就学前・小学生） 

本市の就学前の児童数は、長期に渡り減少傾向にあり、平成31（2019）年4月に4千人を

切って3,859人となりました。平成26（2014）年1月20日に国が示した『市町村子ども・子

育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き』に基づいて今後の人

口推計を算出したところ、就学前の児童数は今後も減少傾向が続き、令和6（2024）年には

3,460人まで減少する見込みとなっております。 

また、小学生の児童数については、平成31（2019）年4月では4,278人となっており、就

学前の児童数同様、今後も減少傾向が続き、令和6（2024）年には3,776人となる見込みと

なっています。 
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15～64歳 63,339 61,424 59,649 56,319 52,945 47,091 43,195 40,017 36,754 33,399

0～14歳 17,519 15,384 14,343 13,356 12,505 11,279 10,159 9,035 8,144 7,383
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構成比
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図表 ２１：就学前の児童数の推移 

 

※平成27（2015）年～平成31（2019）年は実績、令和2（2020）年～令和6（2024）年は推計  

資料：実績は住民基本台帳（外国人含む）、舞鶴市総務課（各年 4月 1日現在） 

推計は「子ども・子育て支援事業計画策定における「量の見込み」算出等の手引き」 

 

図表 ２２：小学生の児童数の推移 

 
※平成27（2015）年～平成31（2019）年は実績、令和2（2020）年～令和6（2024）年は推計  

資料：実績は住民基本台帳（外国人含む）、舞鶴市総務課（各年 4月 1日現在） 

推計は「子ども・子育て支援事業計画策定における「量の見込み」算出等の手引き」 

平成27

年

平成28

年

平成29

年

平成30

年

平成31

年
令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

５歳 787 703 743 694 721 646 632 618 603 589

４歳 707 745 709 722 645 629 615 601 587 573

３歳 750 710 716 671 709 648 634 619 605 590

２歳 717 713 699 720 598 616 602 589 575 562

１歳 721 711 730 618 634 635 621 607 593 579

０歳 694 720 616 621 552 622 608 594 581 567

計 4,376 4,302 4,213 4,046 3,859 3,796 3,712 3,628 3,544 3,460

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成27

年

平成28

年

平成29

年

平成30

年

平成31

年
令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

11歳 857 760 726 791 711 716 700 684 669 653

10歳 769 740 799 715 745 668 653 639 624 610

９歳 746 794 723 751 744 673 658 643 629 614

８歳 802 737 765 760 679 691 676 661 645 630

７歳 745 760 777 688 715 685 670 655 639 624

６歳 772 793 691 718 684 707 691 676 660 645

計 4,691 4,584 4,481 4,423 4,278 4,140 4,048 3,958 3,866 3,776

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

（人） 

（人） 



１９ 

 

第３章  「舞鶴っ子」育成の基本的な考え方 
 

１．育てたい子ども像 

 

子どもは、限りない能力と様々な可能性を持っています。子どもはその良さや可能性を

自分の中から見出し、その内在する力を発揮できる力も備えており、保護者をはじめ大人

の、その子に応じた関わりにより、その良さや可能性を最大限に発揮できるようになりま

す。 

このため、まず、子ども自身が自分を愛し自分自身を認めること、そして、自分が大事

にされ、愛される存在であることを実感することが必要です。 

また、子どもは家族にとっても、地域にとってもかけがえのない存在で、未来をつくる

力でもあります。子どもの育ちと子育てを支援することは、子どもや家族の幸せにつなが

るだけでなく、舞鶴の未来をつくることにもつながります。 

舞鶴で生まれ、育った子ども達が、自分自身を愛し、他の人も愛することができ、安心

して自分の持つ可能性を発揮できるよう、そして「舞鶴で生まれ、育って良かった」と地

域への愛着がもてるような、そんな子どもを育てることを目指します。 

 

自分自身を愛し、他の人を愛し生まれ育った地域を愛する「舞鶴っ子」 

 

 

 

２．政策目標 

 

子どもの健やかで豊かな成長は、誰しもの願いであり、子どもの笑顔には、明日への希

望と喜びが感じられます。 

また、子育てにも、喜びと感動があります。子どもにとって、笑顔や喜びとなるような

子育てや子育て支援を行い、子育ての喜びを、子育ての第一義的責任を有する保護者とと

もに、地域全体で分かち合えるように、みんなで一緒に取り組み、笑顔であふれるまちづ

くりを進めます。 

 

子どもの笑顔と子育ての喜びがあふれるまちづくり 
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３．ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を踏まえた施策の展開 

 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は平成 27(2015)

年９月の国連サミットで 193 の国連加盟国の全会一致で採択されたものです。誰一人取

り残さない持続可能で多様性と包摂性がある社会を目指すために我々が令和 12(2030)年

までに達成すべき 17 のゴール（目標）と 169 のターゲット（具体目標）、から構成され

た国際目標です。 

 

 舞鶴市が平成 31(2019)年度の「ＳＤＧｓモデル都市」「ＳＤＧｓモデル事業」に選定さ

れたことを踏まえ、第 2 期「夢・未来・希望輝く『舞鶴っ子』育成プラン」では、住民

同士はもとより、地域、企業、関係団体など、あらゆる社会の担い手が連携し協働する

「共助・共生社会」により、持続可能な子育て環境や、子どもの最善の利益が保障され

る地域社会を目指します。 
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第４章  実施計画（施策の展開） 

１．子ども・子育て支援計画の体系 

本計画では、「親育ち・多世代にわたる子育てエンパワーメント（※内在する力を発揮す

る）の向上」、「子どもの健やかな育ちを支える支援」、「配慮が必要な子どもと保護者

等への支援」、「身近な地域での子育て支援の推進」の４つを重点施策として、それぞれ

に目標・方向性を定めて、計画を推進します。

(２） 安心・安全な地域づくりの推進

(３） ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発

妊娠期、出産前後の支援

(３） 乳幼児教育の推進

(４） 生きる力を育む教育の推進

発達段階に応じた支援

(１） 重度障害、障害のある子の支援

(２） DV被害に対する支援、虐待対応

(６） 多様な子育てニーズへの対応と充実

育てたい子ども像      自分自身を愛し、他の人を愛し生まれ育った地域を愛する「舞鶴っ子」

重点施策 目標・方向性

１
親育ち・多世代にわたる子育てエ
ンパワーメントの向上 (１） 家庭の子育て力の向上

政策目標

子
ど
も
の
笑
顔
と
子
育
て
の
喜
び
が
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り

(３） ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進

(４） 子どもの貧困問題に対する施策の推進

(１） 地域の子育て支援ネットワークの充実

情報発信・提供、相談体制

(３） 共生型の子育て支援

(１） 母子の心身の健康の保持・増進

３
配慮が必要な子どもと保護者等
への支援

４
身近な地域での子育て支援の推
進

(２）

(５）

(２）

２
子どもの健やかな育ちを支える支
援

Ⅴ．教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業の量の見込みと確保策
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２．子ども・子育て支援施策・サービスの展開 

 [施策１] 親育ち・多世代にわたる子育てエンパワーメントの向上 

保護者が子育ての第一義的責任を有することを前提としつつ、子育てに対する負担や

不安、孤立感を和らげることを通じて、保護者が自己肯定感を保ちながら、子どもと向

き合える環境を整えます。 

児童期や成人・壮年期、高齢期など、様々な年代の子育て力を高め、地域全体で、子

どもの育ちを支える取り組みを進めます。 

 

（１）家庭の子育て力の向上 

子どもにとっての家庭は、生まれてから初めて自分以外の人と出会い、集団で暮らす

場であるとともに、将来にわたっての安心基地であり、またその基地から、より広い世

界で他者と関わりながら、自己の力を発揮していくことを支える場所です。 

 

また、そこで育まれる愛着の形成は、子どもの人間に対する信頼感を育み、その後の

心の発達や人間関係に大きく影響し、子どもの社会性の発達に重要な役割を持つと同時

に、子育てを通じて親自身も成長・成熟し、親と子が相互に育ち合っていきます。 

  

しかし、近年は核家族化、地域コミュニティの希薄化など、社会環境が大きく変革し、

ライフスタイルが多様化する中、子育てに対する負担や不安、孤立感の増加など、子ど

もや家庭をとりまく環境にも様々な課題が生じ、子育ち、子育てに対する家庭の力が低

下していると言われています。 

 

 「安心できる居場所」、「愛情や信頼関係の育成」、「社会・ルールの基礎を学ぶ」とい

った子どもの育ちを支える上で重要な家庭の役割をもう一度見つめ直し、親になる前の

小・中・高校生の段階から、また親になってからも子育てに対する学びの機会の充実、

親同士の交流の場の提供などに取り組んでいきます。 

 

 

～主な取り組みの方向～  

□子育ての交流の場の提供 

親子の交流や相談、情報提供、講座等を実施し、子育て不安を軽減し前向きに子育て

できるよう支援するとともに、子どもとの基本的な関わり方などについて学ぶ機会を

提供します。 

 

  

□親子の育ちの支援 

地域子育て支援拠点などにおいて、乳幼児期に大切にしたい親子の基本的な関わり方

等について学べる機会を提供します。子育て交流施設「あそびあむ」では、子どもた

ちとその保護者に、あそびを通して主体性や創造性、社会性などを育み、豊かな育ち

を支える取り組みを行うとともに、父親の利用が多い特徴を活かし、父親の子育て力

の向上も図ります。 
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□次世代へのアプローチ 

高等教育機関や中学校において、学生と乳幼児親子とのふれあい交流を実施し、命の

大切さに気づいたり、乳幼児との具体的な関わり方を学ぶ機会を地域子育て支援拠点

を中心に保健所・学校など関係機関と協働で取り組みます。 

 

 

□ＰＴＡ講演会や親のための応援塾等による啓発活動の充実 

  親の子育て力の向上につながるＰＴＡ主催の講演会や親同士の交流の場などの機会

を提供します。 

 

 

（２）情報発信・提供、相談体制 

  ① 情報発信・提供 

  本市では、求められる支援やサービスが多様化する中で、母子健康手帳交付時や乳

児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）での子育て情報の提供、子育て支援

サービス等をまとめた「子育て応援ブック」や幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点

等でのチラシの配布、地域子育て応援情報サイト「そよかぜネット・まいたん」や舞

鶴市ホームページの活用など、これまでからさまざまな形で、子ども・子育てを応援

するための情報を発信・提供してきました。 

 

利用いただいている方々には、概ね好評をいただいているところですが、一方で「支

援や制度の存在を知らない」、「インターネットで調べても情報が出てこなかったり古か

ったりする」、「情報をひとまとめにしてほしい」といった声もいただいております。 

 

最近では、スマートフォン向けの育児・子育てアプリ、SNS による悩み相談など、

新たな子育て支援策が始まりつつあり、これらツールの活用も含め、必要な情報発信・

提供の方策を検討してまいります。 

 

～主な取り組みの方向～ 

□子育て情報発信・提供の充実 

地域子育て応援情報サイト「そよかぜネットまいたん」のスマートフォン対応化など

利用しやすく分かりやすい情報の発信・提供に努めます。 

 

 

□顔の見える情報提供・相談体制の充実 

子育てに負担や不安、孤立感を感じている親が、ＳＮＳなどからの情報収集だけでな

く、顔の見える関係の中で情報を得たり相談出来たりする関係づくりに努めます。 

 

 

 □外国籍市民の支援 

  外国籍の子どもの教育・保育の機会を保障するとともに、保護者にもわかりやすい 

  情報提供等の支援を実施し、安心して生活できるように取り組みます。 
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② 相談体制 

  少子化の進行により、若い世代の多くが日常生活の中で乳幼児と接したり、兄弟姉

妹で面倒を見たりすることを経験しないまま、親になる人が増えています。そのため、

子育てをしていても子どもにどう接して良いかわからず、悩みや不安を抱える親が増

加する「子育ての孤立化」が課題となっています。 

  

 また、子どもの発達や子育てのイライラ・気分の落ち込み、家族の価値観の違いの悩

みなど、なかなか他の人に話せない潜在化したケースも増えており、親と子の交流、相

談支援の場の利用促進を図るとともに、関係機関や支援者が家庭を訪問し相談業務を行

うアウトリーチ型の寄り添い支援が重要となってきています。 

 

  子どもなんでも相談窓口や地域子育て支援拠点での子育てに関する相談件数は毎年

右肩上がりの状況、また相談内容も困難化、複雑多様化してきていることから、相談

者のニーズに応え、相談して良かったと満足していただけるような相談体制の充実強

化を図るとともに、関係機関の情報共有と連携により「気になる家庭」の早期把握に

努め、訪問等による専門的な相談対応、継続的なソーシャルワーク業務を推進してい

きます。 

 

～主な取り組みの方向～ 

□孤立しがちな家庭へのアプローチ 

子育てに不安感を持ちながらも一人で悩んだり、交流の場を知っていても出られない、

知らないなど、社会と関わりが持ちにくい親に対して、地域子育て支援拠点が「出張

ひろば」や「家庭訪問」のアウトリーチ事業を行い、地域と繋がるきっかけづくりに

取り組みます。 

 

 

□妊娠期からのアプローチ 

赤ちゃんに触れたことがない、近くに頼れる人がない等、産後が不安な妊婦も多いこ

とから、地域子育て支援拠点が、子どものいる暮らしをイメージできたり、何でも聴

いたり、頼ることのできる存在になれるよう妊産婦と繋がるしかけづくりに取り組み

ます。 

 

 

 □支援が必要と認められる家庭へのアプローチ 

  子どもなんでも相談窓口や地域子育て支援拠点、保育施設、教育機関等の情報共有

と連携により、養育支援が必要と認められる家庭の早期把握に努め、相談対応や家

庭訪問等を行いながら、家庭のニーズに応え、安心して子育てできるよう支援に取

り組みます。 
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（３）共生型の子育て支援～“孤育て”から皆で支える“子育ち”へ～ 

 地域コミュニティや同近居親族によるサポートの乏しさ、地域の安全性の面から、子

育て家庭が“孤育て”とならないよう支援することが求められています。 

 

親の子育て力を高めるのと同時に、社会におけるあらゆる担い手が子ども・子育て支

援を課題として捉え、それぞれの立場で役割を担い、地域や様々な社会資源と連携・協

働しながら、社会全体で支えることが重要です。  

 

 近年、地域のシニア世代（定年前後の男性や女性）の社会参加が注目され、子育ての

分野でも大切な担い手となっていることから、さらにシニアの趣味や特技、知識を生か

した放課後児童クラブや地域子育て支援拠点、ファミリーサポートセンター等、様々な

子育て支援の現場で活躍できる機会の創出に努めていきます。 

 

 また、「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」によれば、就学前の子どもを

持つ保護者は子育ての情報にホームページ、フェイスブック、ツイッターを使用する割

合が高く、地域コミュニティではなく、インターネットコミュニティを相談の場として

活用する傾向があります。 

 

 子育ての支援において、本市が有する温かい血縁や地縁、ボランティア・市民活動と

いった住民同士の助け合いの「気持ち」や「縁」といった“共助”と、ICT とのベスト

マッチングを図る中で、持続可能な社会づくりに向けた「新たな支え合いと連帯による

子育て支援の体制」について研究していきます。 

 

～主な取り組みの方向～ 

□シニア世代の参加機会の促進 

 地域のシニア世代が子育てを担うことが社会参加の一つとして捉え、退職後や子育て

後のシニア世代が地域においてより活動しやすい環境を整えるとともに、人材づくり

と活動の一層の促進を図ります 

 

 

□中・高校生、高等教育機関の学生の支援 

 子育ての喜びや命の尊さ、家族の絆の大切さを感じ取り、親の役割を考える機会にす

るとともに、将来保育士や子どもに関わる仕事を目指すための、職業体験を目的とす

るなど、子育て支援の取り組みに学生が関わる機会の創出・充実を図ります。 

 

 

□共助と ICTの取り組みの研究 

 「子育ての困ったことを誰かに依頼したい人」と、「空き時間を活用して支援をしたい

人」をつなぐＩＣＴを活用した“子育ての地域共助の仕組み”について、ファミリー

サポートセンターの活動や、舞鶴版 Society5.0 for SDGs の取り組みとの連携を図り

ながら、そのあり方について研究します。 
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 [施策２] 子どもの健やかな育ちを支える支援 

 

 心身共に不安定になりやすい妊娠中から出産後、乳幼児期にわたり必要な支援が受け

られるよう、さらに相談支援体制を充実し、子どもの育ちを支える関係機関・団体とと

もに、教育・保育等の質の向上を図り、発達段階に応じた豊かな成長を育みます。 

 また親のニーズを踏まえつつ、子どもの育ちと、その育ちを支える周辺環境も丁寧に

把握する中で、適切な子育てサービスを提供します。 

 

（１）母子の心身の健康の保持・増進 

  ① 保健・福祉の連携支援 

 乳幼児期は食事や歯磨き、睡眠といった基本的な生活習慣を身につけ、家族や身近

な大人と愛着形成を築きながら情緒の安定や信頼感を育み、社会性の基礎を身につけ

ていく大切な時期です。 

 

また、親は子どもの心身の成長や発達、疾病やアレルギーなどに不安や悩みを抱え

ながら子育てしているため、健康管理や保健指導を行い早期支援につながる乳幼児健

診や各種母子保健教室、訪問支援、情報提供等に取り組むとともに、心身の不調や育

児不安を抱える親に寄り添いながら、子どもの健やかな成長・発達が促されるよう市

内関係機関と連携し、妊娠期から子育て期まで切れ目のない包括的な支援体制と、適

切な子育て支援サービスの充実を図ります。 

 

～主な取り組みの方向～ 

□乳幼児健康診査 

3か月・10か月・1歳 6か月・3歳児健診を実施し、子どもの心身の発育や育児状況、

予防接種の接種状況等を把握し、子育て支援や児童虐待未然防止の観点からも安心し

て子育てできるよう支援します。 

 

 

□予防接種 

感染症を予防し、健康を保持増進するために、麻しん・風しん・ＢＣＧなどの定期予

防接種を実施するとともに接種率向上にむけて勧奨に努めます。 

 

 

□育児相談・訪問指導 

保健師・管理栄養士・歯科衛生士等が、保健センターで月 1回の育児健康相談や、随

時の電話相談を行っています。また、健診の未受診や、経過観察が必要な乳幼児を対

象に訪問指導を実施し、必要により医療機関や保育所等の関係機関とともに継続的な

支援を実施します。 

 

 

□歯科保健 

子どものむし歯予防や食育を目的に、1 歳 6 か月・3 歳児健康診査および２歳児むし

歯予防教室で歯科健診とブラッシング指導、フッ素塗布を実施します。また、幼稚園
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や保育所等ではブラッシング指導やフッ化物洗口、学校では歯科保健指導等を実施し、

乳幼児期から学童期まで切れ目なく継続的に支援します。 

 

 

□食育 

妊娠期から乳幼児期を通して、乳幼児健診や教室等の場で各成長・発達段階に応じた

食事を順調に進められるよう指導します。また、栄養バランスの整った食習慣の確立

を支援します。 

 

 

  ② 適切な医療を受けるための支援 

 多くの親が子どもの体調不良や急病時等の対応に不安を抱えており、小児救急医療へ

のニーズは高い状況にあります。 

  夜間に子どものことが心配になった場合に相談できる電話相談をはじめ、子どもが

病気のときの適切な対応等について、引き続き情報提供に努めていきます。 

  

 また、妊娠や出産に関する悩みや不安をもつ人が気軽に相談できるよう、不妊・不育

に関する相談支援や医療費の自己負担の一部を助成するとともに、妊婦健診や産婦健診、

子育て支援医療費事業により、妊娠期から中学生までの医療費の助成を実施します。 

 

～主な取り組みの方向～ 

□医療に係る情報提供 

  夜間の医療機関への受診の判断などに役立てていただくための小児救急電話相談

（♯8000）、医療機関の診療科目や診療時間・所在地などを掲載した「お医者さんマ

ッ プ」の作成、子どもの急病への対処法を紹介するリーフレット「こんな時どう

するの？子どもの急病への対処法」の作成等により、上手な医療機関のかかり方に

ついて啓発に努めます。 

また、通常の診療時間内での受診の啓発を図るとともに、日常的な診療や日頃の健

康管理等を行ってくれる身近なお医者さんである「かかりつけ医」を持つことの大切

さなどについての啓発に努めます。 

 

 

□医療費の助成 

  中学生までの入院、小学生までの通院に係る医療費の助成を行います。 

 

 

（２）妊娠期、出産前後の支援 

 望まない妊娠や強い育児不安、核家族化の進展による孤立した育児など、妊娠・出産

期に起こりやすい問題へ対応することは児童虐待防止の観点からも重要であることから、

支援を要する妊婦を早期に把握し、継続的な支援に努めます。 

 

 現在も妊婦健診や「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）」などにより、

相談支援に努めているところであり、妊娠中から産後までの心身が不安定になりやすい

時期に、必要な支援により、安心して子どもを生み育てられるよう、子ども家庭総合支
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援拠点の機能強化などによる相談支援体制の充実を図り、行政、地域社会、関係機関が

一体となり、妊娠期から子育て期まで切れ目のないサポートを進めます。 

～主な取り組みの方向～ 

□妊産婦の健康診査 

  妊産婦の健康管理や健診費用の負担軽減のため、「妊婦健康診査」「産婦健康診査」

および「妊産婦歯科健康診査」の受診券を交付します。また必要に応じて医療機関

と連携し、家庭訪問や産後ケア事業の利用など、早期支援に努めます。 

 

 

□育児準備教室 

  「妊婦教室」では食事指導や試食、歯科保健指導、「もうすぐパパママ教室」では抱

っこの仕方や沐浴実習、妊婦体験など実践や体験を通して出産後の生活をイメージ

することにより、育児に対する不安軽減に努めます。また妊婦だけでなくパートナ

ーも一緒に参加することで父になる自覚を高め、家族のサポートを得ながら子育て

できるよう支援します。 

 

 

□相談および訪問支援 

保健師や助産師等が電話や訪問支援等を実施し、妊婦や産婦、新生児・未熟児をもつ

親に対して助言や指導を行うとともに、必要に応じて関係機関と連携して継続的に支

援します。また、妊娠を希望する女性や妊婦・産婦などが電話や来所にて相談できる

よう「助産師相談日」を設け、妊娠から出産、子育て期までの不安軽減に努めます。 

 

 

（３）乳幼児教育の充実 

テレビやゲーム、インターネット、スマートフォン等を使って一人で遊ぶことが増え

る一方、川遊びや虫捕り、鬼ごっこといった身体を使って友達と集団遊びすることが減

少し、運動能力の低下や年齢に応じた社会性の発達の未熟さが指摘されています。 

 

 「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」では、「日中よく遊ぶ場所はどこか？」

という質問において、平成 25（2013）年と比べ、自宅で遊ぶ割合が高くなる一方で、友

達との遊びや、公園や近所の広場で遊ぶ割合が減少し、人と人との関わり、社会性が育

みにくい傾向にあります。 

  

このような状況を踏まえ、保育所･幼稚園･認定こども園等においては、本市の豊かな

自然の中で、子どもを主体とした遊びや生活、体験、様々な人とのつながりを通して「舞

鶴市乳幼児教育ビジョン」の「主体的に取り組む子ども」「自分も友達も大切にする子ど

も」「意欲的に遊ぶ子ども」の３つの育てたい子ども像を目指し、自己決定力、自己調整

力、コミュニケーション力等の育てたい力、安心感、信頼感、自己肯定感等の育てたい

こころの育成に取り組みます。 

 

また、「舞鶴市教育振興大綱」や「舞鶴市乳幼児教育ビジョン」に基づき、乳幼児教育

の推進拠点となる「舞鶴市乳幼児教育センター」を中心に、専門職である保育所･幼稚園･
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認定こども園等の保育者の育成と質の向上に向けた多様な取り組みや情報発信等に取り

組みます。  

  

 

安定的な保育の運営、地域子ども・子育て支援事業を安定的に提供していくため、保

育士幼稚園教諭、保育教諭等の確保のための取り組みを進めていきます 

また、子育て交流施設あそびあむにおいては、「五感を使った豊かなあそび」を通して、

子どもの心と体、社会性や情緒面の成長・発達の促進に取り組みます。 

 

 ～主な取り組みの方向～ 

□乳幼児教育の質の向上 

乳幼児教育センターを拠点として、0 歳から 15 歳までの切れ目ない質の高い教育の充

実に向け、保育所･幼稚園･認定こども園等の保育者や小・中学校教員向けの公私･園校

種の枠を越えた質の向上研修や保幼小中連携活動等の充実を図り、保育者･教員の育成

に取り組みます。 

 

 

□保育人材の確保 

新たな保育人材を確保するため、新卒者の就業や潜在保育士の復職、さらに離職防止等

に向けた取り組み等の実施・強化を図ります。 

 

 

□家庭、地域への“乳幼児教育”の周知・啓発 

「舞鶴市乳幼児教育ビジョン」のわかりやすいパンフレット等を発行したり、講演会、

講座等を通じて情報発信を行うなど、その周知・啓発に取り組みます。また、保育所･

幼稚園･認定こども園等の乳幼児教育の中で、子ども達が遊びを通じて育ち、学ぶ姿を

わかりやすく発信していきます。 

 

 

□豊かなあそびを通した親子の育ちの推進 

 子育て交流施設あそびあむでは、親子が共にあそびを体験することを通して、子ども

たちの健やかな育ちを支える豊かな環境づくりに努めます。 

 

 

（４）生きる力を育む教育の推進 

 将来のまちづくりの担い手となる子どもたちの、教育の振興に関する施策を総合的に

推進していくため、その目標や施策の根本となる方針を定めた「教育振興大綱」に基づ

き、「ふるさと舞鶴を愛し、夢に向かって将来を切り拓く子ども」を育てたい子ども像と

し、「0 歳～15 歳までの切れ目ない質の高い教育の充実」を基本理念とした教育施策の推

進を図ります。 

 特に「保幼小中連携」体制のもとでの教育内容の充実と、本市の豊かな自然環境の中

で、特色ある歴史、文化などの地域資源を活かした教育の推進を地域社会全体で取り組

み、知・徳・体のバランスのとれた人材を育成します。 
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～主な取り組みの方向～ 

□個性を伸ばし夢をかなえる学校教育の充実 

 一人ひとりが夢を育み、夢を実現しようとする高い志を持ち、自ら将来を切り開いて

いこうとする、自立するたくましい子どもを育てるための教育の充実を図ります。 

 そのため、基礎的・基本的な知識・技能の習得とともに、これらを活用して自ら考え、

判断し、表現する力を育み、主体的に学習に取り組む態度を養うなど、生涯にわたり学

習する基盤となる資質・能力を養うことを通して確かな学力の育成を図ります。 

 また、「保幼小中の連携」や「小中一貫教育」の実施など、切れ目のない教育を推進す

るとともに、高等学校等との連携によるキャリア教育を推進します。 

 

 

□子どもを育てる教育環境の充実 

 子どもの能力や個性を伸ばすとともに、健全な成長を支えるため、教育的愛情、使命

感と情熱、豊かな感性を持ち、人間的魅力あふれる指導者の育成を図るとともに、教育

に携わる者の研修等の充実により資質能力の向上を図ります。 

また、情報活用能力の育成をはじめ、教育の情報化を推進するための基盤となるＩＣ

Ｔ環境の整備促進や、教育施設の安全・安心を確保するための計画的な長寿命化対策な

ど、教育の環境の充実を図ります。 

 

 

□ふるさと学習の推進 

 引き揚げをはじめとする本市の特色ある歴史、文化や豊かな自然、主要な産業等につ

いて、本市独自の副読本や校外学習、職場見学や職場体験等の体験活動を通じて学ぶ機

会の充実を図ります。 

 

 

（５）発達段階に応じた支援 

 おおむね１歳に達するまでの乳児期は、周囲の大人との関わりにより、しっかりとし

た愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への信頼感が醸成され、身体面でも著しく発

達する重要な時期です。 

 

 また、おおむね３歳に達するまでの幼児期は、行動範囲が拡大し、特定の大人への安

心感を基盤として自発性を持ち、徐々に広がる人間関係を通じて社会性を身に付ける時

期です。 

 

 おおむね３歳以上の幼児期は、遊びを中心とした生活の中で豊かな感性、好奇心、探

究心や思考力が養われるとともに、自我や主体性が芽生える重要な時期です。 

 

 さらに、小学校就学後の学童期前半には、友達や遊び、学習を通して、様々な知識や

体験を得たり、集団で上手にすごしていく方法を身につけます。また学童期後半には、

相手の立場に立ったものの見方ができるようになり、家族や大人の価値観よりも仲間意

識が強くなっていきます。小学校就学以降はこのように自立意識や他者理解等の社会性



３１ 

 

が発達し、心身も著しく成長していきます。 

 

 こうした、子どもの発達段階に応じた育ちの状況や一人ひとりの個性をふまえ、それ

ぞれの子どもにとって適切で質の高い環境を確保し、全ての子どもが健やかに成長でき

るよう、教育、福祉、医療等様々な関係機関が連携し、サポートしていきます。 

 

 

～主な取り組みの方向～ 

□保育所、幼稚園、認定こども園、放課後児童クラブ等での子どもの発達に対する正し

い理解の促進 

  保育所、幼稚園、認定こども園の保育者や発達支援員、放課後児童クラブの支援員

等に対する研修などを通じて、子どもの発達への理解の推進と支援方法のスキルア  

ップを図ります。 

 

 

 □健診後のフォロー 

 言葉や行動面において発達課題のある子どもについて、電話や訪問による相談支援 

や発達相談の実施、子どもが小集団での遊びを経験したり親が子どもへの関わり方を

学び親子遊びができる教室を開催し、就園につなげるよう取り組みます。 

 

 

□多職種による巡回、連携支援体制の強化 

  市内の教育･福祉・医療等の関係機関の専門スタッフが、保育所、幼稚園、認定こど

も園、放課後児童クラブ等を巡回し、支援の必要な子どもへの適切な関わり方等に

ついて助言するとともに、関係機関と連携して切れ目のない支援の充実を図ります。 

 

 

（６）多様な子育てニーズへの対応と充実 

 在宅で子どもを育てている親においては、日常生活上の突発的な事情や社会参加、病

気、育児疲れをはじめ、子育て家庭の孤立化の防止、解消などにより、一時的に子ども

を預ける場の需要が高まっています。 

 

 また、働く親の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方ができる「働き方改革」が

進められる中で、これまで以上に親自らがどのように子育てをしたいのか、働きたいの

か、暮らしたいのか、といった当事者の視点に立った子育て支援が重要です。 

 

 子ども・子育て家庭の子育て力を生かしつつ、教育・保育・福祉・医療等の事業者や

地域等と連携・協働し、様々なニーズに応えることができるよう、多様な保育・教育の

場の確保、質の向上に取り組みます。 

  

 学齢期の子どもをもつ親からは、放課後、子どもが安全に過ごせる場、安心して預け

ることができる場が求められています。 

 



３２ 

 

 引き続き、「放課後児童クラブ」の確保策、質の向上、環境の改善に努めるとともに、

地域の方々の参画を得て学習活動やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等

を行う「放課後子供教室」についても研究する中で、放課後等の児童にとってよりよい

活動場所の検討、確保に取り組みます。 

 

 

 

 

～主な取り組みの方向～ 

□地域支え合い「共生」の推進 

 多世代・他機関が連携した「地域共生型」の一時預かりについて検討します。ICTや

民間事業者や地域・ファミリーサポートセンターなど市民の力をフルに活用した子育

て環境の実現のため研究していきます。 

 また、高校生や定年退職後の地域デビュー、中高年の社会参加など子育ての担い手 

養成にも取り組みます。 

 

 

□学齢期の放課後支援 

  放課後児童クラブに待機児童が発生しないよう、また地域性を踏まえながら、受け

入れの確保に努めるとともに、放課後児童クラブを利用する子ども達が適切な支援

環境のもとで過ごすことができるよう、放課後児童支援員の専門性向上の取り組み

や、施設環境の充実・維持修繕などを進めてまいります。 
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[施策３] 配慮が必要な子どもと家族等への支援 

 

 虐待や非行の早期発見と適切な対応に努めるとともに、医療的ケア児や障害のある子

ども、貧困対策など、子どもとその家庭を見守る支援体制の充実を図ります。 

 

（１）医療的ケア児や障害のある子どもへの支援 

 医療技術の進歩等を背景に医療的ケアが必要な児童は増加傾向にある一方、医療的ケ

ア児を支援できる環境が整備されているところが未だ多くない状況にあります。 

 

 家族にとっては、24 時間、常に医療的ケア児と一緒に過ごすことになり、主たる介護・

看護者の「1 日の平均睡眠時間」が、医療の必要性が高い子どもを持つ家庭では、およそ

9 割の家族が 6 時間未満、かつ睡眠も断続的であると言われています。 

 

 また、医療的ケア児にとっては、在宅生活により、友人・生活の中で出会う大人たち

と交流することが少なく、社会との繋がりが制限されてしまう状況にあり、年齢に応じ

た成長や発達支援も困難となっています。 

 

 このため、医療的ケア児等とその家族の地域生活支援の向上、発達支援を目的とした

取り組みを推進します。 

 

 出生数の減少に比し、身体、知的、発達障害等特別な配慮が必要な子どもの増加、障

害が重度化・多様化している状況があります。 

 

 医療、保健、福祉、教育等の連携による一人ひとりの障害の状態や特性に応じた、切

れ目のない支援、専門的な療育訓練と相談体制の充実を図るとともに、障害のある子ど

もとその家族が安心して地域の中で生活し、障害による区別なく共に暮らす社会を目指

して、障害への理解、啓発の取り組みを推進します。 

  

～主な取り組みの方向～ 

□医療的ケア児のサポート体制の充実 

  医療、福祉、教育、保育等の関係機関連携による包括的な支援体制のもと、医療的

ケア児やその家族の状況、社会資源を踏まえ、本市の地域性に応じた適切なサポー

ト体制を整えます。 

  

 

□障害福祉サービス等の提供支援 

  医療的ケア児の将来を見据え、計画相談支援に基づく障害福祉サービスの利用を支

援するとともに、ニーズに応じた様々な事象に対応するため、新たなサービスの制

度設計も含め、日常生活及び社会生活を総合的に支援します。 
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□相談支援体制の充実 

  医療的ケア児等の支援の総合調整を行う医療的ケア児コーディネーターの設置・充

実や、市内相談支援事業所の相談、助言に関する支援、市組織体制のあり方も含め、

きめ細やかな相談支援の充実を図ります。 

 

 

□災害発生時等への対応 

  停電時の電源確保や人工呼吸器、吸引器といった医療機器への対策をはじめ、災害

時に適切な対応ができるよう「災害時対応ノート」の作成、自治会や自主防災組織、

民生児童委員等と連携した「災害時要援護者名簿・マップ」の整備、避難生活での

安心・安全の確保、医療機関や関係機関との連携など、「自助」「共助」「公助」に基

づく総合的な防災準備・防災対策を推進します。 

 

 

（２）虐待対応、ＤＶ被害に対する支援 

 児童虐待については、全国的に相談対応件数が増加の一途をたどっており、尊い命が

失われるといった重篤な事件も後を絶たないなど、深刻な社会問題となっています。 

 

 児童虐待の未然防止には、子育て不安の軽減や解消に向けた支援が重要であり、孤立

しがちな子育て家庭を地域社会全体で温かく見守り支える仕組みや、妊娠期からの関係

機関の専門的な関わりの中で、養育上の課題やリスクを発見した場合は、速やかに連携

して支援を行う体制が必要です。 

 

 また、早期発見・早期対応には、市民や子どもに関わる様々な機関・団体等の児童虐

待の正しい理解と対処方法についての知識を深めることが大切であり、そのための周知

啓発に努めるとともに、児童虐待が発生した場合は、児童相談所をはじめとする児童福

祉、保健、医療、教育、警察等の関係機関・団体等で構成する地域ネットワークにより、

情報共有と連携を図りながら必要な支援を行い、虐待の解消に努めます。 

 

近年、児童虐待のなかで、子どもの面前で夫婦間の暴力が行われることで子どもが心

に傷を負う「心理的虐待」の件数が大きく増加傾向にあります。配偶者からの暴力があ

る家庭とその家庭における児童虐待については、ＤＶ対応を行う機関との情報共有と連

携強化を図り、ＤＶ被害家庭の安定した生活に向けた相談対応や支援を行います。 

 

～主な取り組みの方向～ 

□児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応 

  児童虐待に関する正しい理解を深めるための啓発に努めます。また関係機関で構成

する地域ネットワークの円滑で適切な運営に努め、要保護児童等の把握と適切な保

護及び支援を実施します。 

 

□特定妊婦 

  関係機関による妊娠期からの切れ目のない支援体制の強化を図り、児童虐待の  

発生リスクを的確に把握し、必要な支援を迅速かつ適切に実施します。 
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□ＤＶの家庭支援 

  ＤＶ被害家庭に子どもがいる場合には、児童虐待が同時に行われている事が多いこ

とから、配偶者暴力支援センター等との情報共有と連携強化を図り、被害者の安全

確保及び安定した生活に向けた相談・支援を行います。 

 

 

（３）ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 

 ひとり親家庭の子どもが心身ともに健やかに成長するためには、ひとり親家庭が直面

する生活課題への対応、親が安定した仕事につき生計維持ができるなど、家庭の安定し

た生活と自立が望まれます。 

 個々の家庭の状況やニーズを踏まえながら、経済的な支援をはじめ、子育てや生活面

の支援、就業の支援、養育費確保など、ひとり親家庭の生活基盤の安定に向けた総合的

な自立支援に努めます。 

  

～主な取り組みの方向～ 

□経済的な支援 

  ひとり親家庭の児童等の健やかな成長を図るため、児童扶養手当や母子父子寡婦福

祉金貸付等の更なる周知を図ることにより適切な給付及び貸付を行うほか、自立に

向け、就労に有利な資格を取得するための費用を助成し、ひとり親の就労やキャリ

アアップに努めます。 

  また、18 歳未満の児童とその父母などの医療費に係る一部負担額の助成や母子家庭

奨学金の支給支援を行います。 

 

 

□相談支援の充実 

  母子父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭の各種相談に応じ助言や情報提供を行

うとともに、生活支援相談センター等による相談体制を充実します。 

 

 

（４） 子どもの貧困問題に対する施策の推進 

 国においては、子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境によって左右されるこ

となく、また全ての子どもが心身ともに健やかに育成されるとともに教育の機会均等が

保障され、子ども一人一人が夢や希望を持つことができることを目的として「子どもの

貧困対策の推進に関する法律」が平成 26（2014）年 1 月に施行され、それを受けて京都

府では平成 27（2015）年 4 月に「京都府子どもの貧困対策推進計画」を整備しています。 

 

 本市では、これまでから、経済的に困難な家庭の親や子どもを支援するための各種支

援を実施しているところであり、関係機関等との連携により、引き続き貧困対策関連の

各種支援事業を総合的に推進します。 
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～主な取り組みの方向～ 

□教育の支援 

  経済的に困難な状況にある世帯等の子どもを対象に基礎学力の定着を図り、目標を

持って進学や就職等に向き合えるよう、学習支援事業を通じて、学習習慣、学習へ

の意欲向上に係る取り組みを実施します。 

 

 

□生活の安定支援 

  経済的に困難な状況にある世帯では、親のみならず子どもの生活習慣や人間関係な

どに影響が出る可能性があることが指摘されているため、成長段階の早い時期から

の生活習慣の確立に向けた施策を実施します。 

 

 

□保護者の就労支援 

  安心して生活できるようにするため、保護者の就労に向けた各種支援を実施します。 

 

 

□経済的支援 

  生活保護世帯やひとり親家庭等の経済的に困難な状況にある家庭に対し、各種支援

や助成を実施します。 
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[施策４] 身近な地域での子育て支援の推進 

 

子どもや親にとって身近な生活圏である地域が、日常的に子どもや親と接し、防犯や

見守り、親の相談や子どもの健全育成などにおいて重要な役割を担っており、引き続き、

地域で子育て家庭を支援し、子どもの育ちを支えるという意識を高めるとともに、地域

における身近な交流の場の確保や、地域の市民団体や関係機関との連携強化に努めます。 

  

（１） 地域の子育て支援ネットワークの充実 

 少子化や地域でのつながりの希薄化が進む中、孤立しない子育てのためには、日常生

活の中で気軽に声を掛け合い、助け・助けられる地域のつながりが重要です。 

 保育所・幼稚園・学校等の教育、医療機関とともに、地域住民のネットワークによる

舞鶴子ども育成支援協会、地域子育て支援協議会、自治会、民生児童委員等の関係機関

が連携・協働し、「子育て・子育ち・親育ち」を社会全体で支える仕組みを整えます。 

 

～主な取り組みの方向～ 

□地域における身近な交流の場の確保 

地域の中で乳幼児を持つ親同士が交流したり、子ども同士が遊べたりする場と機会の

創出、子育て家庭が孤立せず、地域全体で子育てを見守る環境づくりなど、地域や関

係機関と連携して支援していきます。 

 

 

□市内各種団体の活動支援 

  舞鶴子ども育成支援協会、地域子育て支援協議会、NPO法人等の各種団体が実施する

子ども・子育てに関する取り組みを支援します。 

 

 

□青少年健全育成支援 

  次代を担う子どもたちが非行や犯罪に走ることなく、心身ともに成長できるよう、

学校や地域、警察、舞鶴市少年補導委員連絡協議会等と連携して見守り活動を続け

ます。 
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（２） 安心・安全な地域づくりの推進 

 子どもを犯罪等の被害から守るため、補導活動など身近な地域での見守り活動による

支援をはじめ、警察、保育所・幼稚園、学校、ＰＴＡ等との連携・協力体制の強化を図

り、総合的な防犯対策等を推進します。 

 

 また、ＳＮＳ、インターネットをきっかけに子どもが事件に巻き込まれるケースが相

次いでいることから、サイトの安全な使い方とオンライン上での行動について、ネット

リテラシーを高めるための情報提供、啓発活動の推進に努めます。 

 

 近年、通学中の子どもが交通事故に巻き込まれ命を落とす事案が発生しています。 

自転車通行帯、歩道等の道路環境の整備等といったハード面とともに、警察や交通ボラ

ンティア等との連携により、交通事故防止対策を進めます。 

 

 妊産婦から子育て家庭まで安心して出かけられる環境を整えるため、バリアフリーの

整備や授乳スペースの充実などの生活環境において、ユニバーサルデザインの視点に基

づく、まちづくりを推進します。 

 

～主な取り組みの方向～ 

□啓発活動の推進 

 インターネットや SNS 等の普及により、容易に多様な情報を得ることができるように

なったことから、全国では子どもたちが知らない間に被害者・加害者になるような事

案も発生しているため、警察、地域、学校、行政、関係機関が連携して、子どもを犯

罪被害等から守るための啓発活動を実施します。 

 

□市内各種団体の活動支援 

 通学路における事故や犯罪等を未然に防止するために、地域、学校、警察、保護者等

が協力して取り組んでいる自主防犯ボランティア団体の活動など、地域における各種

団体の活動を支援します。 
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（３） ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発 

 国の「働き方改革」の宣言により、今まで以上に、生活と仕事を調和させることで得

られる相乗効果・好循環と定義されるワーク・ライフ・バランスが注目を集めるように

なっています。 

 

 ワーク・ライフ・バランスが保たれるよう、仕事と子育ての両立を支える子育て支援

サービスを拡充するとともに、情報提供や啓発活動等により、企業における意識改革を

進め、働きやすい職場づくりの促進と、男性の家事・子育てへの参加に向けた男女共同

参画の意識醸成を図ります。 

  

  ～主な取り組みの方向～ 

□ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発 

市民一人ひとりが、子育てや地域活動など仕事以外の生活を充実させるとともに、や

りがいや充実感を覚えて働くことができるよう、仕事と生活が両立できる環境整備に

向け、市民や事業所に対して、セミナーの実施やリーフレットの作成・配布等により、

ワーク・ライフ・バランスについての啓発を行います。 

 

□性別に捉われない子育て等に関する意識の普及・啓発 

 男女が共に子育てをし、仕事と家庭の両立が可能となるよう、男性の育児休業取得率

の向上への取り組みやもうすぐパパママ教室の実施など、男性が家事や育児に参加し

やすい環境作りに取り組み、子育て等に関する意識の向上を図ります。 

 

□仕事と育児の両立を図る働き方の選択肢を拡げる取り組みの啓発 

 子どもと関わりを持ちながら、ライフステージに応じた働き方ができるよう、事業所

での子連れ出勤に係る啓発や、コワーキングスペースでの就労など、様々な働き方に

ついての研究、啓発に努めます。 
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第５章 「乳幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支
援事業の提供体制の確保等に関する計画」 

 

１ 確保等に関する計画策定の目的等  

（１）策定の目的 

令和2（2020）年度から5ヵ年における、乳幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業について、子育て中の保護者を対象に実施した子ども・子育て支援に関する現在

の利用状況と今後の潜在的な利用希望等のニーズ調査の結果をもとに、国の示す算定方法

により「必要な事業量の見込み」を算出するとともに、その需要量に対する事業の提供体

制とその実施時期を明示した「確保方策（供給方法）」を記載した計画を作成し、本市の

実情に応じた適切な提供体制の充実を目指します。 

 

（２）確保等に関する計画に記載しなければならない事項（構成） 

①  乳幼児期の教育・保育の提供区域の設定 

②  給付やサービス提供における保護者の就労時間の下限設定 

③  教育・保育提供区域ごとの各年度の 

○教育・保育施設、地域型保育事業所に関する必要利用定員総数、提供体制の確

保の内容（供給方法）とその実施時期 

○地域子ども・子育て支援事業の必要な事業量（需要量）の見込み、提供体制の

確保の内容（供給方法）とその実施時期 

  

≪地域子ども・子育て支援事業≫ 

１）地域子育て支援拠点事業 

２）一時預かり事業（幼稚園預かり保育含む） 

３）ファミリー・サポート・センター事業 

４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

５）病児・病後児保育事業 

６）延長保育事業 

７）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

８）妊婦健康診査 

９）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

10）利用者支援事業 

11）養育支援訪問事業     など 

 

 

④  子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供と、教育・保育の推進に

関する体制の確保の内容 
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２  内容 

（１）乳幼児期の教育・保育の提供区域の設定 

「教育・保育提供区域」は、子ども・子育て支援法により、市が地理的条件、人口、

交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育を提供するための施設の整備の状況そ

の他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易

に移動することが可能な区域で、乳幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業

の提供区域として、市町村が定めることとされています。  

このため、この「提供区域」は、子ども・子育て支援に関する給付やサービスを提供

する際の基本単位となり、区域ごとに「需要量の見込み」と「その提供体制の確保策」

を定め、保育の給付やサービス提供を進めることになります。 

本市では、市全域を一つの区域として設定し、ニ―ズの変化に適切に対応した給付や

サービスを提供します。 

 

（２）就労時間の下限設定 

子ども・子育て支援新制度において、保育給付等の対象かどうかを判断する際に必要

な「保護者の就労の下限時間」については、当該時間を 64時間とします。 

 

（３）子育て支援事業 

①教育・保育事業 

１）現状・課題 
近年、人口が減少傾向にあるものの核家族化や保護者の共働きの増加、就労形

態の多様化等により、保育所の利用児童数は横ばい傾向となっています。幼稚園

の利用児童数は、減少傾向となっていますが、共働き世帯の増加などによる保育

ニーズの高まりから預かり保育の利用者数が増加しています。 

本市では、平成 31（2019）年 4月に、公立幼稚園１園と公立保育所 1園が統合

し認定こども園として開設、私立保育園 5園 6施設が認定こども園へ移行しました。 

 

表 1：教育施設（幼稚園）の施設数及び利用者数の推移 

（単位；施設数：ヶ所、利用人数：人／年） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施設数     13     13     13     13 13 

公立       1       1       1       1 1 

私立      12      12      12      12 12 

利用者数   1,343   1,315   1,280   1,236 1,212 

公立       41       43       54       61   51 

私立    1,302    1,272    1,226    1,175 1,161 

（各年度 5月 1日現在、幼稚園・保育所課資料） 

  

     



４２ 

 

表 2：保育施設（保育所）の施設数及び利用者数の推移 

（単位；施設数：ヶ所、利用人数：人／年） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施設数     18      16      16       16 16 

公立        5        3        3         3 3 

民間       13       13       13        13 13 

利用者数   1,611   1,599    1,590     1,621 1,600 

公立     324      303       317        323 328 

民間   1,287    1,296     1,273      1,298 1,272 

（各年度 10月 1 日現在、幼稚園・保育所課資料） 

 

２）幼稚園・保育所の利用状況等 
    「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」における幼稚園・保育所の

利用状況及び利用希望については、次のとおりです。 

   

     図１：保育所・幼稚園の利用状況 

 

「利用している」が 66.0％、「利用していない」が 33.9％となっており、教育・保育施設等の利

用者は増加傾向となっています。 

 

  

66.0% 

64.0% 

1. 利用している 

33.9% 

35.7% 

2. 利用していない 

0.1% 

0.4% 

無回答 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0% 

2019 年 
(N=755) 

2013 年 
(N=835) 

凡例 
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図２：平日の教育・保育施設等の利用状況（教育・保育施設利用と回答の方のみ） 

 

「保育所（園）」が 50.0％（前回：45.9%）と最も多く、次に、「幼稚園（預かり保育の利用なし）」

が 26.7％（前回：37.2％）、「幼稚園（預かり保育を定期的に利用）」が 20.0％（H25前回：14.6％）

などとなっており、保育所とともに幼稚園においても保育ニーズが増加傾向となっています。 

  

26.7% 

20.0% 

50.0% 

3.9% 

1.0% 

0.6% 

3.5% 

0.0% 

0.4% 

0.6% 

37.2% 

14.6% 

45.9% 

2.8% 

0.9% 

0.4% 

2.6% 

0.0% 

0.4% 

0.4% 

1. 幼稚園（預かり保育の利用なし） 

2. 幼稚園（預かり保育を定期的に利用） 

3. 保育所（園） 

4. 事業所内保育所・院内保育所 

5. その他の認可外の保育施設 

6. 託児所 

7. 舞鶴こども療育センタ ― 等児童発達支援施設 

8. ベビーシッターなど居宅訪問型保育 

9. ファミリー・サポート・センター 

10. その他 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 

2019 年（複数回答） 

( 有効回答数 :N=490) 

2013 年（複数回答） 

( 有効回答数 :N=529) 
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図３：定期的に利用したいと考える施設や事業（複数回答） 

 

「保育所（園）」が 49.7％（前回：46.2%）、「幼稚園（預かり保育を定期的に利用）」が 38.1％

（前回：34.9%）、「幼稚園（預かり保育なし）」が 28.6％（前回：32.4%）、認定子ども園（2・3

号保育所部分）17.3％（前回：3.7%）などとなっております。預かり保育を含めた幼稚園の利用希

望者の割合は 66.7%（前回：67.3％）となっており、引き続き就労形態等の変化に関わらず幼稚園

の利用希望者が存在することが推測されます。 

 

３）認定区分 

新制度では、教育・保育施設や地域型保育事業を利用する場合に、年齢と保育の

必要性の有無に応じて、表 3のとおり、1～3 号の 3つの区分の認定を受けること

が必要になります。 

 

表 3：認定区分の設定 

認定区分 対象年齢 
保育の必要性 

の有無 

主な利用施設 

幼稚園 
認定 

子ども園 
保育所 

地域型 

保育事業 

1 号認定 

（教育標準時間認定） 満 3歳 

以上 

必要としない ○ ○   

2 号認定 

（保育認定） 
必要とする 

 ○ ○  

3 号認定 

（保育認定） 

満 3歳 

未満 
 ○ ○ ○ 

28.6%

38.1%

49.7%

11.5%

17.3%

1.6%

2.6%

3.2%

1.3%

3.8%

3.9%

1.9%

6.5%

0.7%

32.4%

34.9%

46.2%

3.7%

4.7%

1.9%

4.8%

1.1%

3.1%

2.2%

2.2%

6.6%

1.5%

1.幼稚園（預かり保育の利用なし）

2.幼稚園（預かり保育を定期的に利用）

3.保育所（園）

認定こども園（2013年の項目）

4.認定こども園（１号幼稚園部分）

5.認定こども園（２・３号保育所部分）

6.小規模保育施設

7.家庭的保育

8.事業所内保育所・院内保育所

9.その他の認可外の保育施設

10.託児所

11.舞鶴こども療育センタ―等児童発達支援施設

12.ベビーシッターなど居宅訪問型保育

13.ファミリー・サポート・センター

14.その他

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

複数回答

(有効回答数:N=742)

(無回答数:13)

複数回答

(有効回答数:N=805)

(無回答数:30)

注；選択肢の差異

2013年調査では「認定こども園」

今回調査では「認定こども園」を「１

号幼稚園部分」「２・３号保育所部

分」わけています。
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４）各年度における乳幼児期の教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）、 

提供体制の確保の内容（供給方法）・実施時期 

教育・保育の利用状況及び「教育・保育施設等に係る市民ニーズ調査」による利用

希望を踏まえ、教育・保育提供区域である市内での均衡のとれた教育・保育の提供が

行えるよう、認定区分ごとに必要利用定員総数、提供体制の確保の内容とその実施時

期を定めます。 

 

教育・保育の利用状況および市民ニーズ調査による利用希望を踏まえた利用児童

数を見込んだところ、1号認定については、定員が量の見込みを上回っており、利用

希望者全員を受け入れられる量が確保できています。 

なお、2号認定で教育希望（幼稚園利用意向）の強い保護者の子どもは 1号認定に

含め、幼稚園及び認定こども園で必要な定員の確保を図ります。 

2号認定（教育希望を除く）については、令和 3（2021）年度までは量の見込みに

対して供給量がやや不足していますが、認可定員の 120％までの受入れが可能である

ことから、既存の保育所・認定こども園を利用することで、提供体制の確保を図りま

す。 

3号認定については、1・2歳児の供給量が充足しているのに対して、0歳児の供給

量は不足していることから、保育所・認定こども園の利用定員の見直し等により提供

体制の確保を図ります。 

令和 2（2020）年度には、私立保育所及び私立幼稚園から 6園が認定こども園に

移行する予定であり、保護者の就労等の家庭状況に関わらず、同一園で一貫した質

の高い教育・保育を提供していきます。 
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表 4：乳幼児期の教育・保育施設等の量の見込み及びその確保策・時期 

（単位：人） 

  

令和 2年度 令和 3年度 

5-3歳 2-1 歳 0歳 5-3歳 2-1 歳 0歳 

1号 

2号 

3号 1号 

2号 

3号 
教育希

望が強

い 

左記

以外 

教育希

望が強

い 

左記

以外 

①量の見込み 862 414 875 
439 261 

842 405 856 
429 255 

700 684 

②
確
保
の
内
容 

特定・教育・保育施設 214 837 
514 170 

214 837 
514 170 

684 684 

確認を受けない幼稚園 1,999       1,999       

地域型保育事業                 

過不足（②－①） 937 -38 
75 -91 

966 -19 
85 -85 

-16 0 

  

令和４年度 令和 5年度 令和 6年度 

5-3歳 2-1 歳 0 歳 5-3歳 2-1 歳 0歳 5-3歳 2-1 歳 0歳 

1号 2号 3号 1号 2号 3号 1号 2号 3号 

教育希

望が強

い 

左記

以外 

教育希

望が強

い 

左記

以外 

教育希

望が強

い 

左記

以外 

823 396 836 
420 250 

803 387 817 
410 244 

784 377 797 
400 238 

670 654 638 

214 837 
514 170 

214 837 
514 170 

214 837 
514 170 

684 684 684 

1,999       1,999       1,999       

  
  

              
  

    

994 1 
94 -80 

1,023 20 
104 -74 

1,052 40 
114 -68 

14 30 46 

※令和 2（2020）年度から私立保育園 5 園及び私立幼稚園 1 園が認定こども園に移行予定のため、定

員が変更となる。 

※保育認定 2・3号について、施設規模的には保育所定員×120％までの受入れが可能。 
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② 地域子ども・子育て支援事業 

本市の乳幼児期の教育・保育の提供区域として設定した「市全域」における各地域

子ども・子育て支援事業の量の見込みは次に掲げるとおりです。 

  １）地域子育て支援拠点事業 

Ⅰ 事業内容 

乳幼児を持つ子育て中の保護者同士の交流や親と子どもの遊びの場を提供し、

子育てについての相談や子育てに関する情報の提供、助言その他の援助を行う事業 

 

Ⅱ 地域子育て支援拠点の利用状況等 

    「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」における地域子育て支援拠

点（親子が集まって過ごしたり、相談をしたり、情報提供を受けたりする場）の

利用状況については、次のとおりです。 

   

    図４：地域子育て支援拠点の利用状況（複数回答） 

 

  「地域子育て支援拠点」を利用していると回答された方が、平成25（2013）年に実施した前回調査19.3％

から56.0％に増加しています。 

 

Ⅲ 現状・課題 

「地域子育て支援センター」については、平成16（2004）年度～17（2005）年度に

かけて東・中・西舞鶴の各地区に3ヶ所開設し、「親と子のひろば」は、平成21（2009）

年度に東・西舞鶴の各地区に計2ヶ所開設しています。 

平成27（2015）年度には「遊び」を通して子育て支援に資する「子育て交流施設 あ

そびあむ」を開設し、地域子育て支援センター、親と子のひろばと合わせて計6ヶ所

となっています。 

各拠点の利用者数は増加傾向にあり、子育て中の親子の身近な居場所となり、親同

士の交流、育児相談、情報提供など安心できる子育てに繋がる取り組みを行っており、

孤立予防にも寄与しています。 

また、近くに親族や知人・友人がなく、在宅で育児し、子育てに悩み、不安を抱

え潜在的に孤立化している子育て家庭に対して、拠点に、より気軽に足を運ぶことが

できるようなわかりやすい情報提供の方法が課題となっています。 

56.0% 

3.9% 

43.0% 

19.3% 

4.2% 

78.9% 

1. 利用している 

2. 市内の類似事業を利用 

3. 利用していない 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 

2019 年（複数回答） 

(N=718: 有効回答数 ) 

2013 年（複数回答） 

(N=817: 有効回答数 ) 
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表 5： 施設数と利用者数の推移 

  （単位；施設数：ヶ所、利用者数：人/年） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施 設 数 5 6 6 6 6 

利用者数 32,057 82,594 97,491 98,762 96,905 

（各年度末現在、子ども支援課資料） 

Ⅳ 提供体制の確保の内容及びその実施時期 

「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」結果に基づき算出した数値を

見込み量としており、現在の提供体制で確保できます。 

 

表 6：地域子育て支援拠点事業の量の見込み及びその確保策・時期  

（単位；人回／月）  
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 
5,921 

（6ヶ所） 

5,789 

（6ヶ所） 

5,659 

（6ヶ所） 

5,529 

（6ヶ所） 

5,400 

（6ヶ所） 

②確保の内容 
5,921 

（6ヶ所） 

5,789 

（6ヶ所） 

5,659 

（6ヶ所） 

5,529 

（6ヶ所） 

5,400 

（6ヶ所） 

③確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

 

２）一時預かり事業、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業を  

除く）、子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

  

Ⅰ 事業内容 

ア. 一時預かり事業（幼稚園型） 

幼稚園・認定こども園（1 号認定）の在園児を対象に、通常の教育時間以外

の日及び時間において預かり保育を実施する事業 

 

イ. 一時預かり事業（幼稚園型以外） 

保護者が、病気やけが、冠婚葬祭などで、一時的に育児が困難になった時や育  

児ストレスを軽減したい時に、保育所や認定こども園などで在園児以外の子ども

を預かる事業 

 

ウ. ファミリ―・サポート・センター事業 

（子育て援助活動支援事業・病児・緊急対応強化事業を除く） 

乳幼児や小学生等の子どもを有する子育て中の保護者を会員として、子どもの 

預かり等の援助を受けることを希望する「おねがい会員」と当該援助を行うこと

を希望する「まかせて会員」との相互援助活動に関する連絡調整を行い、保育所

への送迎や終了後の預かりを行う事業 

 

エ. 子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

保護者が仕事などによって帰宅が常に夜間になる場合に、子どもを児童養護施 

設において預かり必要な保護を行う事業（夜間養護等事業） 
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Ⅱ 一時預かり事業、子育て短期支援事業等の利用状況 

    「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」における一時預かり事業、

子育て短期支援事業等の利用状況については、次のとおりです。 

 

  図５：保護者の用事や就労などで不定期に利用している事業（複数回答） 

 

 保護者の用事（冠婚葬祭、保護者・家族の病気など）や就労等で不定期に利用している事業について、

「利用していない」が 80.0％（H25前回：78.8%）と最も多く、次に、「幼稚園の預かり保育」が 14.0％

（H25前回：12.1％）、「一時預かり」が 4.2％（H25前回：6.5％）などとなっています。 

 

Ⅲ 現状・課題 

ア. 一時預かり事業（幼稚園型） 

一時預かり事業については、平成31（2019）年4月現在、幼稚園12園および認

定こども園６園で実施しています。 

ニーズ調査結果による保護者の就労率の上昇や近年の利用実績を踏まえると、

今後も同事業の利用は同様に見込まれるため、保護者ニーズに応じた提供体制の

確保が主な課題です。 

 

表 7：一時預かり事業（幼稚園型）の実施園数及び利用者数の推移  

           （単位；ヶ所、人） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施   設   数 13 13 13 13 13 

延べ利用者数 51,243 54,471 56,893 61,947 65,522 

（各年度末現在、幼稚園・保育所課） 

イ. 一時預かり事業（幼稚園型以外） 

一時預かり事業については、平成31（2019）年4月現在、保育所9園および認定

こども園6園のほかファミリーサポートセンターにおいて実施しています。 

保育園・認定こども園における近年の利用実績は年々減少していますが、その

4.2% 

14.0% 

2.3% 

0.4% 

0.8% 

0.5% 

80.0% 

6.5% 

12.1% 

1.7% 

0.5% 

0.9% 

1.1% 

78.8% 

1. 一時預かり 

2. 幼稚園の預かり保育 

3. ファミリー・サポート・センター 

4. 夜間養護等事業：トワイライト 
ステイ 

5. 託児所 

6. その他 

7. 利用していない 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 

2019 年（複数回答） 

(N=734: 有効回答数 ) 
2013 年（複数回答） 

(N=802: 有効回答数 ) 
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主な要因は、施設側の受け入れのための人員体制等が整わず、保護者ニーズに応

じた提供体制が確保できないことなどであり、その確保が大きな課題となってい

ます。 

 

表 8：一時預かり事業（幼稚園型以外）の実施保育所数及び延べ利用者数の推移  

                                   （単位；ヶ所、人） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施   設   数 17 15 15 13 13 

延べ利用者数 3,380 2,276 1,833 1,076 721 

（各年度末現在、幼稚園・保育所課） 

 

ウ. ファミリ―・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

母子健康手帳交付等の機会を利用したチラシや会報誌の配布等により、広く 

市民に周知しており、会員登録者数や活動は定着してきています。                   

課題としては、まかせて会員の高齢化等による人数確保や障害を持つ支援が必 

     要な子どもの預かり対応等があります。 

 

表 9：会員数及び活動件数の推移                    

                                 （単位；人、件） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

会 員 数 834 879 906 901 869 

 おねがい会員 559 591 606 589 553 

 まかせて会員 216 229 242 258 263 

 両方会員 59 59 58 54 53 

活動実績 1,468 1,261 1,288 1,332 1,449 

  （各年度末現在、子ども支援課資料） 

 

エ. 子育て短期支援事業（トワイライトステイ）  

児童養護施設の２ヶ所に事業委託しており、保護者の就業形態が多様化する 

中、ショートステイと同様に近くに親族や知人がいない子育て家庭にとっては、

子育て支援のセーフティネットとして大きな役割を担っています。 

 

表 10：施設数及び利用者数、延べ利用日数の推移  

（単位；ヶ所、人、日） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施 設 数     2     2     2     2 2 

利用者数   506   446   298   251 182 

延べ利用日数 3,085 2,650 2,046 1,687 766 

（各年度末現在、子ども支援課資料） 

 

Ⅳ 提供体制の確保の内容及びその実施時期  

ア. 一時預かり事業、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業を除く）、

子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」結果や利用実績を基に算出 

した数値（一時預かり事業（幼稚園型））を量の見込みとしています。 
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【確保方策】 

一時預かり事業（幼稚園型）については、既存施設において提供体制の確保    

に努めます。 

幼稚園型以外（保育所等）については、保育所等における提供体制を確保す   

るため保育士等の人材確保に努めるとともに、ファミリーサポートセンター等

との連携の強化により提供体制の確保に努めます。 

 

表 11：一時預かり事業、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業

を除く）、子育て短期支援事業（ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ）の提供体制の確保の内容

及びその実施時期 

（単位；人日／年）  

 令和 2年

度 

令和 3年

度 

令和 4年

度 

令和 5年

度 

令和 6年

度 

①量の

見込み 

一時預かり 

（幼稚園型、こども園 1号） 
73,277 70,991 69,384 67,705 66,097 

一時預かり 

（保育所、こども園 2・3号、児童

養護施設、ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ） 

10,328 10,097 9,870 9,643 9,416 

② 確 保

の内容 

一時預かり 

（幼稚園型、こども園 1号）※1 
73,277 70,991 69,384 67,705 66,097 

一時預かり 

（保育所、こども園 2・3号、児童

養護施設、ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）※2 

10,328 10,097 9,870 9,643 9,416 

③確保の必要量 

②-① 
0 0  0 0 0 

※1：令和 2（2020）年度から幼稚園 11園と認定こども園 12園で実施予定 

※2：令和 2（2020）年度から保育所 4 園と認定こども園 11 園、ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ等で実施予

定 

 

イ. 子育て援助活動支援事業（ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業）（就学児のみ） 

「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」における量の見込み算出

用データのサンプル数が少ないため、平成 25（2013）年度から平成 30（2018）

年度までの活動実績に基づき、就学児の活動延び率を算定し、今後５年間の見

込みを算出したもので、現在の提供体制で確保できます。 
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表 12：子育て援助活動事業（ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ事業）の提供体制の確保の

内容及びその実施時期 

                           （単位；人日／週）  
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 
22 

（1ヶ所） 

25 

（1ヶ所） 

28 

（1ヶ所） 

31 

（1ヶ所） 

34 

（1ヶ所） 

②確保の内容 22 

（1ヶ所） 

25 

（1ヶ所） 

28 

（1ヶ所） 

31 

（1ヶ所） 

34 

（1ヶ所） 

③確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

    

３）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 

Ⅰ 事業内容 

保護者の出産・疾病・看護等の理由により家庭の子どもの養育が一時的に困難 

となる場合、児童養護施設等で預かりが必要な保護を行う事業（短期入所生活援助

事業） 

 

Ⅱ 現状・課題 

児童養護施設の2ヶ所に事業委託しており、一時的・緊急的な事由により、特に

近くに親族や知人がいない子育て家庭にとっては、子育て支援のセーフティネット

として大きな役割を担っています。 

主な課題としては、急な利用の申し出に対しては、実施施設において宿泊を伴 

う預かりの体制が整わない場合があることや乳児（0歳～1歳）の預かりが困難な場

合があること等であります。 

 

表 13：子育て短期支援事業「（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）の実施施設数及び利用者数、延べ利用  

日数の推移  

                                   （単位；ヶ所、人、日） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施 設 数   2   2   2   2 2 

利用者数  30 38  21  39 56 

延べ利用日数 87 110 67 166 240 

（各年度末現在、子ども支援課資料） 

 

Ⅲ 提供体制の確保の内容及びその実施時期 

「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」における量の見込み算出用

デ ータのサンプル数が少ないため、平成 25（2013）年度から平成 30（2018）

年度までの活動実績に基づき、就学児の活動延び率を算定し、今後５年間の見込

みを算出したもので、現在の提供体制で確保できます。 
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表 14：子育て短期支援事業「（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）の提供体制の確保の内容及びその実施  

時期 

   （単位；人日／年）  
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 
67  

（2ヶ所） 

73 

（2ヶ所） 

80 

（2ヶ所） 

87 

（2ヶ所） 

96 

（2ヶ所） 

② 確保の内容 
67  

（2ヶ所） 

73 

（2ヶ所） 

80 

（2ヶ所） 

87 

（2ヶ所） 

96 

（2ヶ所） 

③ 確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

 

４）病児・病後児保育事業  

Ⅰ 事業内容 

子どもが風邪をひいたり熱を出した時、仕事や急な用事で保護者が保育でき 

ない場合、病院等に付設された専用スペースにおいて看護師、保育士等の専門ス

タッフが子どもを預かる事業 

 

Ⅱ 現状・課題 

平成31（2019）年4月現在、市内東地域の１施設で病児保育を実施しており、

平成26（2014）年 度以降では年間延べ600人を超える利用があります。 

課題としては、予約が集中する場合に、一時的に利用ニーズに応えられない 

状況が生じることです。 

 

表 15：病児保育事業の実施施設数及び延べ利用者数 

                       （単位；ヶ所、人） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施 設 数 1 1 1 1 1 

延べ利用者数 814 908 763 768 654 

（各年度末現在、幼稚園・保育所課） 

 

Ⅲ 提供体制の確保の内容及びその実施時期 

病児・病後児保育事業は、近くに親族や知人がいない子育て家庭のニーズ 

があります。また、一時的・緊急的な利用であり、あれば利用したい意向が

高いものですが、ここ数年の利用傾向は定員（1日定員 6人×240日）で対応

できており、引き続き、現在の提供体制の確保に努めます。 

また、病後児保育につきましては、引き続き利用者のニーズ等を踏まえな 

がら検討することにします。 
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表 16：病児保育事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

             （単位；人日／年）   
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 
1,440 

（1ヶ所） 

1,440 

（1ヶ所） 

1,440 

（1ヶ所） 

1,440 

（1ヶ所） 

1,440 

（1ヶ所） 

② 確保の内容 
1,440 

（1ヶ所） 

1,440 

（1ヶ所） 

1,440 

（1ヶ所） 

1,440 

（1ヶ所） 

1,440 

（1ヶ所） 

③ 確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

（各年度末現在、幼稚園・保育所課） 

 

５）延長保育事業 

Ⅰ 事業内容 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間以外の時間帯において、 

保育を実施する事業 

   

Ⅱ 現状・課題 

平成31（2019）年4月現在、保育所8園、認定こども園6園で実施しており、平

成30（2018）年度は696人となっております。 

ニーズ調査結果による保護者の就労形態の多様化や近年の利用実績を踏まえ

ると、今後も同事業の利用は同様に見込まれるため、保護者ニーズに応じた提

供体制の安定的な確保が課題です。 

 

表 17：実施園数及び利用者数の推移 

（単位；ヶ所、人） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

実施園 13 14 14 14 14 

 公立     2     3     3 3 3 

 私立    11    11    11 11 11 

利用者数   555   602   600 591 696 

 公立   125   153   155 162 174 

私立   430   449   445 429 522 

（各年度末 現在、幼稚園・保育所課） 

 

Ⅲ 提供体制の確保の内容及びその実施時期 

「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」結果及び近年の利用実績

を踏まえて見込み量を算出していますが、現在の提供体制で確保できます。 
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表 18：延長保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

      （単位；人／年）  
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 
700 

（15ヶ所） 

680 

（15ヶ所） 

660 

（15ヶ所） 

640 

（15ヶ所） 

620 

（15ヶ所） 

② 確保の内容 
700 

（15ヶ所） 

680 

（15ヶ所） 

660 

（15ヶ所） 

640 

（15ヶ所） 

620 

（15ヶ所） 

③ 確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

※令和 2（2020）年度から保育所 3園と認定こども園 12園で実施予定 

 

６）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

Ⅰ 事業内容 

平日の放課後、土曜日や小学校の長期休業期間等に学校の余裕教室等を利用 

して、保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童を安全

に預かり、児童の居場所確保と健全育成、保護者の家庭と仕事の両立支援を図る

事業 

 

Ⅱ 放課後児童クラブの利用状況 

     「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」における放課後の過ごし

方について、放課後児童クラブの利用希望及び利用状況は、次のとおりです。 

 

図６－１：小学校就学後の放課後の過ごし方の希望（就学前児童の保護者） 

 

      就学前児童の保護者の方に、小学校就学後、放課後をどのような場所で過ごさせたいか

を尋ねたところ、51.5％の方が「放課後児童クラブ」と回答されています。 

  ※前回と調査方法が異なるため、平成25（2013）年調査結果は未掲載 

  

66.7%

21.2%

47.9%

51.5%

1.8%

0.6%

17.6%

1.自宅

2.祖父母宅や友人・知人宅

3.習い事

4.放課後児童クラブ

5.放課後等ディサービス事業

6.ファミリー・サポート・センター

7.その他（公民館、公園など）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

複数回答

(有効回答数:N=165)

(無回答数:21)
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 図６－２：放課後の過ごし方（小学生の保護者） 

  
  お子さんについて、放課後をどのような場所で過ごしているか尋ねたところ、「放課後

児童クラブ」と回答された方は、18.3％となっています。 

Ⅱ 現状・課題     
利用者数は年々増加しており、そのニーズに対応するためクラブ数を増設す 

るとともに、放課後児童支援員等を確保し、待機児童なしを堅持しています。 

また、一時的に利用者ニーズが急増する夏休み期間に対応した児童クラブの

臨時開設を平成 25（2013）年度から実施しています。 

主な課題としては、要配慮児童を含む利用者の増加への対応や小学校区間に 

おける利用学年に差があるなど、対象児童が「小学校に就学している児童」へ

拡大されたことへの対応などがあります。 

 

表 19：放課後児童クラブ数及び利用者数の推移 

（単位；ヶ所、人） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

クラブ数 26 26 27 28 29 

 地域 24 24 25 25 26 

法人 2 2 2 3 3 

利用者数 673 732 769 781 801 

 地域 574 627 641 669 698 

法人 99 105 128 112 103 

 （各年度5月1日現在、子ども支援課資料） 

 

Ⅲ 提供体制の確保の内容及びその実施時期 

平成 24（2012）年度から平成 31（2019）年 3 月までの利用者実績をもとにし

て、本市における平成 31（2019）4 月・令和 2（2020）年度の学校在籍児童数

（見込み）に入学時や進級時のクラブ利用率を乗じて推計した数値を「量の見

込み」としています。また、提供体制については、クラブを増設した現在の提

供体制で確保できます。 

  

80.0%

12.5%

47.1%

18.3%

2.4%

1.1%

8.8%

83.0%

21.8%

53.8%

14.6%

0.4%

0.3%

9.1%

1.自宅

2.祖父母宅や友人・知人宅

3.習い事

4.放課後児童クラブ

5.放課後等ディサービス事業

6.ファミリー・サポート・センター

7.その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

2019年（複数回答）

(N=465:有効回答数)

2013年（複数回答）

(N=948:有効回答数)

注；選択肢の差異
●児童虐待について

「5放課後等ディサービス事業」(2019)

「5就学児童等タイムケア事業」(2013)
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表 20：放課後児童クラブの提供体制の確保の内容及びその実施時期    

（単位；人／年）  

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 
901 

（29ヶ所） 

916 

（29ヶ所） 

956 

（29ヶ所） 

941 

（29ヶ所） 

967 

（29ヶ所） 

② 確保の内容 
901 

（29ヶ所） 

916 

（29ヶ所） 

956 

（29ヶ所） 

941 

（29ヶ所） 

967 

（29ヶ所） 

③ 確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

 

７）妊婦健康診査 

Ⅰ 事業内容 

妊婦の健康管理の向上を図るため、医療機関で実施する妊婦健康診査の受診 

に係る費用を助成する事業 

 

Ⅱ 現状・課題 

妊婦健康診査の受診が必要な妊婦はほぼ受診できている現状ですが、予定日 

より早い出産や入院などで妊婦健康診査の受診が不要になることがあるため、受

診券の使用率は平成30（2018）年度77.3％（里帰り先での受診数は含まず）とな

っています。   

平成31（2019）年4月からは、産婦健康診査の費用助成も開始となり、リスク

の高い妊産婦の情報がより早期に医療機関と連携できるようになり、今後はこの

連携および早期支援体制を充実していきます。 

 

 

表 21：妊婦健康診査の受診数等の推移 

（単位；人数、枚数、人数、％） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

妊婦健康診査 

受診券交付人数 
771 744 734 630 636 

受診券の交付枚数 21,472 20,588 20,386 17,536 17,716 

延べ受診人数 14,930 15,587 15,359 14,165 13,696 

交付後の使用率（％） 69.5 75.7 75.3 80.8 77.3 

（各年度末、健康づくり課） 

 

Ⅲ 提供体制の確保の内容及びその実施時期 

「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」の結果を基に算出した児 

童数将来推計値から、転出入の異動者等を見込んだ数値を見込み量としていま

すが、現在の提供体制で確保できます。 
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表 22：妊婦健康診査の提供体制の確保の内容及びその実施時期         

（単位；人／

年）  

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 615 610 605 595 585 

② 確保の内容 615 610 605 595 585 

③ 確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

 

８）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

Ⅰ 事業内容 

生後4ヶ月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育てや子どもに関する

不安や悩みを聞き、必要な情報提供や養育環境等の把握を行うとともに、支援が

必要な家庭に対しては関係機関との連携により、適切な支援に結び付けるなど、

安心して地域で子育てができるように支援する事業 

   

Ⅱ 現状・課題 

平成24（2012）年7月から子育て家庭の身近な地域に居住する民生児童委員や

主任児 童委員が地域と家庭をつなぐことも目的として訪問しています。 

訪問を受けた家庭からも喜びの声が聞かれ、子育て支援情報の提供により地 

域子育て支援拠点の利用が増えるなどの成果がみられています。 

 

表 23：乳児家庭全戸訪問事業の実施状況  

             （単位；件、％） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

訪問件数 665 712 604 575 550 

訪 問 率 92.9 95.8 95.8 88.9 94.8 

（各年度末現在、子ども支援課資料） 

Ⅲ 提供体制の確保の内容及びその実施時期 

「舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」の結果を基に算出した児 

童数の将来推計値を見込み量として、100％の訪問に努めます。 

 

表 24：乳児家庭全戸訪問事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期   

                               （単位；人／

年）   
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 622 608 594 581 567 

② 確保の内容 622 608 594 581 567 

③ 確保の必要量 

②-① 
  0   0   0   0   0 
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９）利用者支援事業 

Ⅰ 事業内容 

子どもや保護者の身近な場所に、教育・保育施設や地域の子ども・子育て支  

援事業についての情報提供や必要に応じ相談・助言等を行うとともに関係機関と

の連絡調整を行い、子育て家庭が適切な施設や多様な事業を円滑に利用できるよ

う、「利用者支援専門員」を配置し支援する事業 

 

Ⅱ 現状 

27年度からは子育て支援基幹センターが基本型、28年度からは保健センター 

が母子保健型を実施し、一体となって「子育て世代包括支援センター」機能を担

っています。 

 

 

Ⅲ 提供体制の確保の内容及びその実施時期 

現在の取り組みを更に充実することにより、子育て家庭が適切な施設や多 様

な事業を円滑に利用できるよう、利用相談及び各種情報提供等を継続していきま

す。 

 

表 25：利用者支援事業の提供体制の確保の内容及び実施時期 

 

【基本型・特定型】                        （単位；ヶ所）   
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 1 1 1 1 1 

② 確保の内容 1 1 1 1 1 

③ 確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

 

    【母子保健型】                             （単位；ヶ所）   
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 1 1 1 1 1 

② 確保の内容 1 1 1 1 1 

③ 確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

 

10）養育支援訪問事業 

Ⅰ 事業内容 
養育支援が特に必要な家庭に対して、保健師・助産師・保育士等がその家庭  

を訪問し、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養

育の実施を確保する事業 

 

Ⅱ 現状・課題 

保健センター・子育て支援基幹センター・子ども総合相談センターの３セン 

ターが一つのチームとなり、妊娠期から１８歳までの切れ目のない支援を実施
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する「子どもなんでも相談窓口」の保健師、助産師、保育士等の専門職が、乳

幼児健診や、こんにちは赤ちゃん事業等で把握した支援が必要な家庭について

情報共有と連携を図り、居宅を訪問して養育に関する必要な助言や指導、支援

等を行っています。 

 

表 26：養育支援訪問事業の実施状況  

                （単位；件） 

 平成29年度 平成30年度 

施設数 1 1 

訪問数 46 41 

（各年度末現在、子ども支援課資料） 

 

Ⅲ  提供体制の確保の内容及びその実施時期 

「子どもなんでも相談窓口」における情報共有と連携をさらに深め、支援が 

必要な家庭を的確に把握するとともに、その家庭のニーズに応じた適切な養育

支援に努めていきます。 

 

表 27：養育支援訪問事業の提供体制の確保の内容及び実施時期  

                              （単位；人／年）   
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

① 量の見込み 45 45 45 45 45 

② 確保の内容 45 45 45 45 45 

③ 確保の必要量 

②-① 
0 0 0 0 0 

 

11）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 
（その他要保護児童等の支援に資する事業） 

Ⅰ 事業内容 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図 

るため、関係機関の職員の専門性強化とネットワーク機関間の連携強化を図る取り

組みを実施する事業 

 

Ⅱ 現状 

子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資 

する事業）については、児童虐待を未然に防止し、虐待を受けている子どもの早期

発見と適切な保護を図るために、児童福祉・医療・保健・教育等、子どもの健全育

成に関係する機関がお互いに情報を共有し、連携して対応するための組織として

「舞鶴市要保護児童対策地域協議会」を設置しており、各事案に対して関係機関が

連携して、定期的な進行管理や具体的支援を行っています。 

 

Ⅲ 方向性 

今後については、年々増加傾向にある児童虐待事案に対しても迅速かつ適切な 

支援が行えるよう、関係機関間の更なる情報共有と専門性・連携強化に努めます。 
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12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

Ⅰ 事業内容 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設や特定子ども・  

子育て支援施設に対して保護者が支払うべき物品の購入に要する費用又は行事

への参加に要する費用、副食材料費等を助成する事業 

 

Ⅱ 現状 

令和元（2019）年度より幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、新制度に移行

していない幼稚園在園児の低所得世帯等に対して、1号認定の低所得者世帯と同

等の負担軽減となるよう、実費徴収された給食費（副食材料費）に対して助成を

行っています。 

 

Ⅲ 方向性 

     今後も低所得者や多子世帯への負担軽減を図るための適切な支援に努めます。 

  

13）子ども・子育て支援新制度への参入促進等の事業 

Ⅰ 事業内容 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事  

業の量的拡大を進める上で、多様な事業者の新規参入を支援するほか、私立認定

こども園における特別な支援が必要な子どもの受入体制の構築を支援すること

で適切な教育・保育等の提供体制の確保を図るための事業。 

 

Ⅱ 方向性 

既存の特定教育・保育施設において、必要な利用者定員総数を確保できている

ことから、新たな民間事業者の参入を促進する必要性は低いため、今後、既存施

設における定員確保の状況や運営状況等をみながら検討することとします。私立

認定こども園の受入れ体制の促進については、既存の支援内容等も踏まえて検討

していきます。 

 

 
（４）乳幼児期の教育・保育の一体的提供及び質の高い教育・保育の推進に関

する事項 
 

乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う極めて重要な時期であり、子ど

もの最善の利益を第一に考えながら、子どもたちに質の高い教育・保育の提供を行

うとともに、家庭や地域の子育て力の向上に向けた支援を実施するため、教育・保

育の一体的な運営の推進を図ります。 

 

①  質の高い乳幼児期の教育・保育の一体的な提供に関する事項 

認定こども園は、幼稚園と保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労等家庭の状況

に関わらず、0歳から就学前児童の一環した質の高い教育・保育（子どもの遊びや生

活、学びの経験）を受けることができる施設です。 



６２ 

 

また、在宅で子育てをする家庭を含めた地域の子育て支援を行う拠点機能を果た

す役割も担います。 

こうした特性をふまえ、本市における認定こども園への移行については、子ど

も・子育て3法に則り、保育所又は幼稚園の設置者の意向を尊重しつつ普及を図るも

のとし、子どもにとっての最善の利益を確保する観点にたって、その支援を行って

いくこととします。 

 

②  教育・保育の質の向上と 保育所･幼稚園･認定こども園の保育者育成等に関する事

項 

保育所･幼稚園･認定こども園の教育･保育の質の向上には、専門職である保育者の

育成が重要となります。新任保育者、ミドルリーダー、リーダー等の保育者のキャ

リアに応じた研修を充実させ、公私・園種を越えて市内の保育者同士が同僚性を育

み、学び合い、高め合える取り組みを推進します。 

 

③  保育所･幼稚園･認定こども園の教育･保育と小学校の教育への円滑な接続に関する事

項 

０歳から１５歳までを切れ目なくつなぐ「舞鶴市保幼小中接続カリキュラム～ま

いづるカリキュラム０１５～」を活用し、５歳児と１年生の連携活動と保育者・教

員の研修の充実を図り、子どもの成長･発達に合わせた滑らかな接続に取り組みます。 

 

④  特別なニーズや支援の必要な子どもの教育･保育に関する事項 

市内の療育･医療･学校等の専門機関のスタッフが保育所・幼稚園・認定こども園を

巡回し、支援が必要と考えられる子どもの集団生活の状況などを把握するとともに、

個々に応じた環境整備や適切な支援方法についての助言を行います。 

また、保育所･幼稚園･認定こども園の発達支援員への助成と保育者・発達支援員へ

の研修を継続的に実施し、スキルアップを図ります。 

 

⑤  地域子ども・子育て支援事業の推進方策に関する事項 

親や子育てを支援する者が子育てに関して学ぶ機会、高校生等の次世代を担う若

者の育成活動、子育てに関する相談や情報提供と子育て世帯の交流の場の提供など

の充実に努めます。 
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第６章  計画の推進に向けて 
  

計画については、子ども・子育て支援に関する施策の総合的な推進に必要となる事項

や実施施策の状況を審議する機関として、教育・保育・子育て支援事業関係者や公募の

市民等で構成する「舞鶴市子ども・若者支援会議」及び関係機関等と連携しながら策定

を進めてきました。 

計画の推進にあたっては、行政機関、市民、事業者、各関係団体といった、それぞれ

の主体がお互いの役割を理解し、パートナーシップを基礎とした連携・協働により実施

するとともに、行政機関が市民のセーフティネットとしての役割を果たしながら、計画

の実現を目指します。 

 

１．計画の進行管理 

 本計画の進行管理は、Ｐｌａｎ（計画）、ＤＯ（実行）、Ｃｈｅｃｋ（点検）、Ａｃｔｉ

ｏｎ（改善）のＰＤＣＡ サイクルにしたがって実施します。 

 

Ｐｌａｎ（計画） 

➤舞鶴市子ども・若者支援会議における委員からの意見等を踏まえ計画を策定 

 

 

 

ＤＯ（実行） 

➤行政機関、市民、事業者、各関係団体等と連携・協働して子ども・子育て支 

援事業に取り組みます。 

 

 

 

Ｃｈｅｃｋ（点検） 

➤舞鶴市こども・若者支援会議において、子ども・子育て支援に関する施策の 

進行管理を行い、達成状況を点検・評価します。 

 

 

 

Ａｃｔｉｏｎ（改善） 

➤計画期間の中間年度に、必要に応じて計画の見直しを行うこととします。 

➤関連する計画との調整や舞鶴市子ども・子育て会議等の意見を踏まえて、 

現状把握、課題の抽出等を行い、今後の方向性や展開について検討します。 
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２．行政の推進体制 

 子どもの教育、保育や子育て支援に関する施策は、非常に幅広い分野にわたっていま

す。 

そのため、市の各担当課が役割に沿った施策を実施するとともに、子どもや子育て支

援に関連する施策の連携を図るため、健康・子ども部を中心とした、「計画推進ワーキン

グチーム」を設置し、計画の進捗状況の確認や課題の整理と改善案等の検討を行います。 

また、「舞鶴市子ども・若者支援会議」において、計画の進捗状況の管理とその評価を

行います。この会議での審議結果は公表し、市民・事業者などに対して計画の進行状況

を周知します。 

 

 

３．地域における推進体制 

 自治会をはじめとして、市内の子ども等にかかわる各種団体等で構成する「舞鶴子ど

も育成支援協会」や小学校区の各地域で組織されている「地域子育て支援協議会」など

の地域で活動する団体は、地域における子どもや子育て家庭等の現状把握や行政機関が

実施する子育て支援情報の発信等においては、効果的な組織となります。 

 地域における子育て支援の更なる推進を図るため、このような地域活動団体、地域ボ

ランティアグループやＮＰＯ等市民団体との連携を一層強化し、市民との協働による事

業の推進体制を構築し、安全・安心な、子どもの笑顔と子育ての喜びがあふれる地域づ

くりを推進します。 
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（資料編）参考資料 
 

１ 第１期計画の評価 

 

本市における平成 27（2015）年度から平成 31（2019）年度までの 5年間の計画では、

核家族化による家庭での子育て力の低下、女性の社会進出に伴う子どもを小さい時から

幼稚園・保育所等に預けたい家庭の増加とそれに伴う子どもと接する時間の減少、職場

での子育てへの理解等、仕事と子育てを両立できる環境が十分でないなど、安心して産

み育てられる環境が必ずしも整っていない状況にありました。 

このため、「『子どもの最善の利益』が実現される社会を目指す」ことを基本に、子ど

もの豊かな育ちにつながる支援、子どもにとって一番身近な家庭での子育て力の向上へ

の支援、子どもの育ちや子育てに対する地域での支援など、市民、関係機関、関係団体

の皆さんとともに、子ども自身の育ちに重点を置いた施策を実施してきたところです。 

第 1期計画に基づき、この 5年間で本市が取り組んできた取り組みについての評価は

次のとおりです。 

 

（１）施策１ 子どもの豊かな育ちを支える環境づくり 

子どもの豊かな育ちを支える環境づくりとして、0歳から 15歳まで、子どもの発

達段階に応じた豊かな成長を支える取り組みを進めてきました。 

 

【主な取り組み内容】 

＜保育の質の向上＞ 

○0歳から就学前の乳幼児期における、育ってほしい子どもの姿と乳幼児期に大切に

したいこと等、目指すべき方向性を示した「舞鶴市乳幼児教育ビジョン」を策定 

 

○平成 31（2019）年 4月に市全体の乳幼児教育の推進拠点となる「乳幼児教育セン

ター」を開設 

 

○公立・私立の保育所・幼稚園・認定こども園が一体となり、子どもを主体とした  

保育の公開や研修、小・中学校との保幼小中連携研修、保幼小中接続カリキュラム

の策定等、市全体の乳幼児教育の質向上に向けた取り組みを実施 

 

○平成 31（2019）年 4月に、公立幼稚園 1園と公立保育所１園を機能集約し、幼保

連携型認定こども園を開設したほか、私立認可保育園 5園が幼保連携型認定こども

園に移行し、0歳から就学前までの一貫した質の高い乳幼児教育を提供 

 

○令和元（2019）年 10月に幼児教育・保育の無償化が実施されたことに伴い、保育

所、幼稚園、認定こども園等の施設の保育料の無償化及び低所得世帯等に対する給

食費（副食材料費）の補足給付事業を実施 
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＜保育人材確保＞ 

○質の高い乳幼児教育を提供するために必要となる保育人材の確保の取り組みとし

て、京都府等と連携した就職説明会や保育園等の見学ツアーなどを実施 

 

○就業促進や離職防止の取り組みとして、民間の認可保育園および認定こども園の保

育士等に対する市独自の賃金加算や居住費の一部助成事業等を実施 

 

○平成 27（2015）年 4月に、子どもと多世代の大人が一緒になってあそびを体験す

ることができる子育て交流施設「あそびあむ」を開設 

 

○全ての子どもの学力のさらなる充実・向上と学校生活への適応に向け、義務教育９

年間を連続した期間と捉え、児童生徒の発達の段階に応じた一貫性のある学習指

導・生徒指導を実施 

 

【計画の評価と今後の方向性】 

 平成 28（2016）年 3月に策定した「舞鶴市乳幼児教育ビジョン」は、保育所・幼稚

園・認定こども園だけでなく、家庭や地域も含めた子どもに関わるすべての人が、みん

なで舞鶴の子ども達の「主体性の育成」「自己を肯定するこころの育成」（自己肯定感）

を育むことを示しており、平成 31（2019）年 3月に改定を行いました。 

 また、乳幼児教育の推進拠点となる「乳幼児教育センター」の開設により、公立・私

立の保育所・幼稚園・認定こども園が一体となって市全体の乳幼児教育の質の向上に取

り組み、さらに専門職として質の高い保育者の育成を目指した取り組みを進めてきまし

た。 

 乳幼児教育ビジョンをもとに公私・園校種を越えて乳幼児教育の質の向上研修に取り

組む中で、園や保育者の意識に変化が見られ、各園の特徴を活かしながら、保育の中に

「子どもの主体性」や「自己を肯定するこころ」を育むための環境や遊び、体験等を取

り入れるようになりました。 

また、保護者からは、「保育者中心のさせる保育から、子どもを中心に置き考えさせ

る保育に変わってきた」、「子ども自らが体験し、五感で感じたり、考えたり、協力した

りする力がついてきた」、といった声が聞かれています。 

 さらに市内の全園校に連携協力園・校を設定し、5歳児と１年生が生活科を中心とし

て連携活動を実施する中で、子ども達には学校に対する不安が減り、期待を持って入学

に向かい、入学後も安心して過ごす様子が見られ、保育者、教員も研修等を通じての交

流や、互いの保育･教育に理解を深めることにつながっています。 

 子どもは豊かな自然や環境の中で、遊びを通じて育ち、学んでいきます。子育て交流

施設「あそびあむ」では、心も体も動かし、好奇心、主体性、社会性、創造力、コミュ

ニケーション力等を育む環境を提供してきました。今後も子どもの豊かな育ちと家庭の

あそび力向上のため、ハード・ソフト両面においての工夫や充実が必要となります。 
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（２）施策２ 家庭における子育て力を高める取り組みの推進 

家庭における子育て力を高める取り組みとして、子育てに対する学びの場や交流

の場の提供等に努めてきました。 

 

【主な取り組み内容】 

○地域子育て支援拠点において、親同士が交流できる場や気軽に学べる各種講座を開

催し、子育てについて学ぶ機会を創出 

 

○子育て交流施設「あそびあむ」において、乳児プログラムや多世代交流プログラム

を行い、あそびを通して学べる場を提供 

 

○学生が、乳幼児や子育て中の親と触れ合うことで、早いうちから子育て力を養う親

性準備のため、「高校生と乳幼児親子とのふれあい交流事業」を実施 

 

○子ども総合相談センター、保健センター、子育て支援基幹センターの３センターが

１つのチームとなった「子どもなんでも相談窓口」を開設し、児童虐待をはじめと

する子どもに関わる多くの相談に対応 

 

【計画の評価と今後の方向性】 

 地域子育て支援拠点では、身近な場所で親が気軽に交流したり、学んだりできる環境

づくりに努め、前向きな子育てができるよう応援してきました。 

 子育て支援基幹センターでは、子育て講演会などを開催し、学べる機会を提供したほ

か、利用しにくい保護者に対しては、保健センターや地域の民生児童委員と連携し、1

歳未満児対象の「あかちゃんひろば」などへの誘いなど、利用促進に取り組みました。 

 そうした中で、子育て支援の場としての認知度は上がってきましたが、子育て相談の

件数は伸び悩んでおり、“親と子を対象に、交流の場にきてもらうことで、相談に結び

つける仕組み“については、今後転換していく必要があると考えられます。 

 また、子育ては、子どもの育ちを親が援助すること、また子育てを通じて親自身も人

として成長・成熟していくことなど、親と子が相互に育つプロセスだと言われています。  

 しかし近年の核家族化の進行、地域との関わりの希薄化により、子育てに対する孤立

感、疲労感、不安感等が増大し、児童虐待に発展するケースも多くある中で、これまで

子育て支援施策として展開してきた様々な取り組みを再整理するとともに、地域子育て

支援拠点機能の強化に加え、子育て家庭へのアウトリーチによる支援策の展開や、学生

と乳幼児親子とのふれあい交流事業など、次世代へのアプローチも重要と考えます。 

 

  



６８ 

 

（３）施策３ 安心して産み育てられる環境づくりの推進 

  安心して産み育てられる環境づくりを推進するため、妊娠期から出産、子育て期ま

での、母子の心身の健康の保持・増進、子どもの健康管理、経済的負担の軽減などに

取り組みました。 

 

 

【主な取り組み内容】 

○母子健康手帳交付窓口を保健センターに一本化し、保健師等が全ての妊婦と面接し

て相談に応じるとともに、助産師相談、育児準備教室等の実施、出産後は産婦健診、

産後ケア事業、新生児訪問、こんにちは赤ちゃん訪問など、妊娠期から出産後まで

切れ目のない支援を実施 

 

○母子の心身の健康を保持・増進させるため、３か月・１０か月・１歳６か月・３歳

児健診の充実、幼児むし歯予防教室、離乳食・幼児食教室などを実施 

 

○健康に育つための取り組みとして、妊産婦に関わる健康診査費や子育て支援医療費

の助成などを実施 

 

○子どもの救急電話相談（♯8000）の普及・啓発、お医者さんマップの配布、「かか

りつけ医」を持つことの大切さの啓発等、安心して生活するための情報を提供 

 

【計画の評価と今後の方向性】 

 妊娠、出産、育児に不安や心配がある妊産婦は年々増加傾向にあり、特に出産後間も

ない時期は心身の状態が不安定になりやすいため、妊娠早期からの支援体制の強化に努

めました。 

また、母子健康手帳交付時からの早期支援が可能になったことや産婦健診でこころの

健康チェックを行い、新生児訪問や産後ケア事業などで継続した個別支援が可能になっ

たことは、育児不安の軽減や産後うつ予防、新生児虐待未然防止につながり、妊娠中か

ら子育て期までの切れ目ない支援体制が構築できたと考えます。 

 さらに、乳幼児の心身の健やかな成長、発達に対する支援について、家庭、保育所・

幼稚園、学校、地域など子どもに関係する機関が連携を図り、連続性、一貫性ある支援

のさらなる強化に努めていきます。 

  



６９ 

 

（４）施策４ 配慮が必要な子どもと家庭への支援の充実 

配慮が必要な子どもとその家庭を支援するため、成長や発達に課題のある子どもへ

の支援や家庭での児童虐待の防止と解決に向けた体制づくり、ひとり親家庭に対する

生活相談や経済的支援等に取り組みました。 

 

【主な取り組み内容】 

○健診後のフォローとして、ことばの発達や行動面に課題のある子どもの相談や、就

園につなげるための教室を開催 

 

○舞鶴こども発達支援施設さくらんぼ園、舞鶴支援学校トータルサポートセンター、

舞鶴こども療育センター、市教育委員会等に在籍する専門スタッフで構成する「個

別支援検討会議」のメンバーが、保育所、幼稚園、認定こども園を巡回し、支援が

必要な子どもへの適切なかかわり方等について検討・助言する「にじいろ個別支援

システム」を実施 

 

○子どもの障害福祉サービスとして、障害児相談支援（計画・相談）、児童短期入所

（ショートステイ）などニーズに合った支援を提供 

○児童虐待の防止と解決のため、児童相談所や警察、教育、医療、福祉等の 19の関

係機関により「要保護児童対策地域協議会」を構成 

 

○ひとり親家庭の自立に向け、就労に有利な資格を取得するための費用の助成、医療

費補助、手当の支給等の経済的支援、日常の生活相談などを実施 

 

【計画の評価と今後の方向性】 

成長や発達に課題のある子どもへの支援については、保健、保育、教育、医療などの

関係機関が連携し、また、本市独自のサポートの仕組みにより、早期発見、早期支援、

一貫した支援による取り組みを進めるとともに、拠点となる乳幼児教育センターの開設

も踏まえ、市内の支援体制が充実し、健診後のフォローや保育・教育の中での技術的支

援、療育などにより、多くの子ども達が早期の段階から様々な支援を受けることができ

る体制づくりができました。 

このように進めてきた取り組みを継続しながら、さらに成長や発達に課題のある子ど

もへの支援施策を発展させ、今後は人工呼吸器装着児等、医療的にサポートが必要な重

度の障害ある子どもとその家族への支援の仕組みを整えることが重要と考えます。 

そのため、医療機関とも連携を図りながら、医療的ケアの必要な子どもやその家族の

生活実態や課題を丁寧に情報収集し、相談支援を含む総合的な支援体制を構築していく

ことが課題となっています。 

また、全国的に年々増加している児童虐待に関しては、本市においても極めて重視す

べき課題であることから、子ども総合相談センターの機能を充実するとともに、児童相

談所や保健センター、学校等関係機関等との情報共有及び連携強化がますます重要と考

えます。 

  



７０ 

 

（５）施策５ 地域における子どもの育ちの支援と安全に安心して子育てができるま

ちづくりの推進 

   

地域全体で子育て支援ができるよう、サービスのあり方や人材づくり等を進めると

ともに、安全・安心に子育てができるよう、その環境づくりに取り組んでまいりまし

た。 

 

【主な取り組み内容】 

○保護者が緊急時等に子どもを預けることができる子育て短期支援事業（ショートス

テイ、トワイライトステイ）のサービスの充実に努め、スムーズな支援を実施 

 

○子どもの預かり等の援助を受けたい親と援助を行ってくれる方のスムーズなマッ

チングを行い、利用者ニーズに対応（ファミリー・サポート・センター） 

 

○共働き家庭の増加とともに需要が高まってきている放課後児童クラブについて、平

成 30（2018）年 6月には、市内の全小学校区でクラブの設置を達成 

 

○安全に安心して子育てができるまちづくりを推進するため、少年補導委員による街

頭補導活動や有害環境浄化対策などを継続的に実施 

 

【計画の評価と今後の方向性】 

 安心して子育てができるよう、子どもの預かりのサービスを基本としたニーズにあっ

た子育て支援サービスの提供に努めてきました。 

 しかし、個々の取り組みの中では、放課後児童クラブについては児童の受け皿の充実

に加えて、近年は質の向上が課題であり、また、一時保育については、利用希望に対し

て、保育所等に十分な受け入れ体制を整えて行くことが重要であることから、今後もき

め細かな、かつ丁寧なサービスを継続して提供するため、引き続き市や関係機関と連携

を図りながら、取り組みを推進していきます。 

 また、地域の子育て支援施策は、これまでの取り組みの実績、成果から、子育てしや

すい環境づくり、という方向性によって「与えられる」支援であったと言われています。

子育てをする主役は親であり、また他の血縁、地縁の存在も含め、改めて子育てを取り

巻く身近な家族のエンパワーメントを発揮することが重要なことから、親や地域が主体

的に子育てに関われるよう、転換していくことが求められています。 

 現在取り組みが進められている高等教育機関や中学校における学生と乳幼児親子と

のふれあい交流事業などの次世代育成や、子育ての地域共助の仕組みづくりなど、子育

て力向上に向けた取り組みが重要と考えます。 
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２．舞鶴市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 

 

（１）調査の目的 

『第2期 夢・未来・希望輝く「舞鶴っ子」育成プラン』の策定にあたり、子育て

家庭の実情やニーズを把握し、今後の本市の子育て支援施策に繋げていくため。 

 

（２）調査対象 

住民基本台帳から無作為抽出 

１）就学前児童・・・２，０００人 

２）小学生・・・・・１，２００人 

計・・・・・・・３，２００人 

 

（３）実施期間 

平成31（2019）年3月1日～3月22日 

 

（４）回収状況 

    １）就学前児童・・・７５６人/２，０００人 … 回収率 ３７．８％ 

    ２）小学生・・・・・４７１人/１，２００人 …  〃  ３９．３％ 

     計・・・・・１，２２７人/３，２００人 …  〃  ３８．３％ 

 

（５）アンケート項目 

    １）子どもの育ちをめぐる環境について 

    ２）保護者の就労状況について 

    ３）教育・保育の利用状況・利用希望等について 

    ４）地域の子育て支援事業の利用状況・利用希望等について 

       ５）病気の際の対応について   など 

 

（６）アンケート結果から見える実情・傾向 

   平成25（2013）年に実施したアンケート調査と同じ内容のものについては、前回と

の比較を行っています。 

 

○お子さんの見の回りの世話など、子育てを主にしている方は、前回調査時は「主に

母親」が最も多くなっていましたが、今回の調査では「父母ともに」が最も多くな

っています。 

   

○子育てをしていて日ごろ悩んでいること、不安に感じることについて、「しつけ（学

習や生活リズム等）」、「将来の教育費」、「食事や栄養」、「成長・発達」など

に対する悩み・不安が多くなっています。 
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○遊び場で困ること・困ったことについて、「雨・雪等の日に遊べる場所がない」、
「近くに遊び場がない」というご意見が前回に比べ大幅に減少しています。（設問

は就学前児童の保護者のみ） 
 

○お子さんと外出する際に困ること・困ったことについては、「買い物中などに子ど
もを遊ばせる場所が少ない」、「子どもと一緒に食事がしにくい」などのご意見が

多いですが、前回調査に比べて、いずれも割合は大幅に減少しています。（設問は
就学前児童の保護者のみ） 

 
○保護者の就労状況については、前回調査に比べ、父母ともに、就労されている方が

増加しており、特に母親の就労割合が上昇しています。 
 

○保護者の用事（冠婚葬祭、保護者・家族の病気など）や就労などで、定期的に   
利用している事業があるかを聞いたところ、前回調査同様、8 割の方は「利用し

ていない」と回答され、利用している方については、「幼稚園の一時預かり」が
わずかに上昇し、逆に「一時預かり」はわずかに減少しています。 

 

   ○お子さんが病気になった時の対応については、「母親が仕事を休んだ」、「父親が

仕事を休んだ」という割合が、前回調査よりも大幅に上昇しています。 
 

   ○育児休業の取得状況については、前回調査に比べ、「働いていなかった」という
回答が減少し、「母親が取得した（取得中）」が増加しています。 

    また、「父親が取得した（取得中）」という割合も上昇してきています。 
 

○望ましい子育て支援施策については、「仕事と家庭の両立支援」、「子育てにお   
ける経済的負担の軽減」などに対する期待が多くなっています。 

 
  ○子育てに必要な施策などの情報収集方法については、「友人・知人」、「保育所、

幼稚園、学校」といった直接コミュニケーションを取りながら情報を得る割合が
減少し、「ツイッター・フェイスブックなどのＳＮＳ」や「市の広報・パンフレ

ット」といった情報ツールを利用する割合が増加しています。 
 

  【自由記述によるご意見が多かった項目】 
   ○保育料の無償化について 

   ○幼稚園、保育所での一時預かりの利用について 
   ○病児保育施設について 

   ○待機児童解消について 
   ○地域子育て支援センター、子育て交流施設の利用について 

   ○子育てに関する相談方法や情報の取得方法について 
   ○公園や遊び場の整備について 

   ○放課後児童クラブの受入れについて 
   ○子育てに関する経済的支援（保育料、医療費等）について 

   ○道路整備、交通の利便性、防犯対策について 
   ○健診、医療体制について 

   ○障害児（者）施策について 
○就労（働く場）について   など  
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３．計画策定の体制・経過 

（１）舞鶴市子ども・若者支援会議委員名簿 

 

 

（２）舞鶴市子ども・子育て会議 開催経過 

 

 

 

 

 

４．用語説明 

 

 

 


